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Ⅰ．はじめに
統計によれば、2016年は刑法犯総数 99万 6,120件のうち警察活動によって認
知された犯罪は 7万 46件であり、そのうちのおよそ半数弱にあたる 2万 9,320件
が職務質問によって認知されている(1)。警察活動による犯罪の端緒としては、職
務質問による場合が 1番多く、職務質問が実務上果たしている役割は大きいものと
言えよう。
当然のことながら、職務質問は百発百中ではない。警邏警察の実証的研究によ
れば、「職質の神様」と称される警邏警察官であっても、1日に 30回程度の職務質
(1)警察庁『平成 28年の犯罪』。なお、犯罪の端緒として最も多いのは「被害者・被害関係
者の届出」の 89万 4,545件であり、全体の約 90％を占めている。
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問を実施するがその成果は月に 1回程度と言われている(2)。犯罪の端緒に至らな
かった職務質問も含めると、膨大な数の職務質問が全国の警邏警察官によって日常
的に実施されていることになり、市民の間で広く共有されている警邏警察官への
「町のお巡りさん」という認識も相俟って(3)、職務質問は市民にとって非常に馴染
みのある警察活動であろう。
市民生活にとって身近な警察活動といえども、当然のことながら、職務質問は警
察官職務執行法（以下、警職法とする）2条 1項が定める要件を具備し、かつ（職
務質問に付随する所持品検査と同様に）「規則性としての正義」の実現が阻害され
ない形で合理的に行われる必要がある(4)。市民生活への警察権介入の契機となる
職務質問は、必要性・緊急性・相当性の観点も踏まえて、質問の開始（厳密には開
始の前提となる対象の特定）から終了に至るまで、つねに合理性が担保されたもの
でなければならない。
合理性を欠く職務質問の事例として、アメリカではFloyd事件判決(5)が挙げら
れよう。本件ではニューヨーク市警による「停止と捜検（stop & frisk）」一般の
合憲性が争われたが、裁判所は、それは過去の被疑者データに基づく事実上の人種
プロファイリングによって対象者の選別を行っているものであり、合衆国憲法修正
4条および 14条違反であると判示した(6)。また我が国においても、例えば 2001
年の国家賠償等請求訴訟において、職務質問が警職法 2条 1項の要件を具備しない
まま開始されたか否かが争われた(7)。
(2)村山眞維『警邏警察の研究』（成文堂、1990年）304頁。
(3)警邏警察官は、①刑事訴追のために、違法行為の事実とその行為者を立証するための証拠
を収集することで達成される法強行機能、②現に行われている／行われようとしている違
法行為を制止することで、その場における平和的秩序を維持・回復することによって果
たされる秩序維持機能、および③一般社会構成員の生命・身体・財産を保全することで、
またその他の何らかの便益を供与することで果たされる社会的サーヴィス機能といった3
つの社会的機能を果たすべきであると考えられている（村山・前掲 79頁以下参照）。
(4)洲見光男「職務質問と所持品検査」松尾浩也ほか編『刑事訴訟法の争点〔第 3版〕』（有斐
閣、2002年）53頁参照。
(5) Floyd v. City of New York, 959 F. Supp. 2d 540 (S. D. N. Y. 2013).
(6) Id., at 562. なお、我が国における職務質問の対象特定については、村山・前掲注 (2) 303
頁以下参照。
(7)本件の詳細については、後掲注 (80) およびその本文参照。なお、2011年に実施された
「刑事司法に対する信頼調査」によれば、職務質問（警察官に呼び止められる）を受けた
者の警察の対応に対する不満は、諸外国と比較して日本は高いとの結果が出ている（浜
井浩一・津島昌寛「社会調査（世論調査）の理論と仕組み――『Trust in Justice』の調
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不合理な職務質問は、警察に対する市民の信頼を著しく損なう危険性を持つもの
であって、警察権行使にとっても大きな阻害要因になりうるものと思われる。「公
共の秩序の維持」を目的とする警察活動は市民の理解・協力なしには効果的に行う
ことが困難だからである。
それでは、警察活動を適切な領域にとどめ、その適正な執行を導くことができる
のは法による規制だけであろうか。法とは異なる規制原理もまた警察活動の規律
にあたって機能しうるのではなかろうか。
本稿ではそのような問題意識の下、近時様々な学術領域において注目されている
アカウンタビリティについてまず概念整理を行い、警察と国民・市民の関係性から
生ずるアカウンタビリティが警察活動を規律する可能性を示す（Ⅱ）。次いで、警
邏警察活動を念頭に、警察活動の透明化を名目として欧米で導入されている警察官
装着カメラについて検討を行い、その有用性は一定程度認められるものの、アカウ
ンタビリティ確保の観点からは不十分であることを指摘する（Ⅲ）。そして、警察
が負うアカウンタビリティ確保のためには、警察活動を撮影する主体は刑事手続に
関与する市民とすべきことを主張した上で、考えられうるその法的根拠を検討する
（Ⅳ）。
「警邏警察の専門化は、警邏警察官を『法強行官』と見る役割認識を警邏警察官
の間に定着せしめることによって、警邏警察官と一般市民との間の社会的距離を拡
大する」(8)ことになるため、これまで以上に警邏警察活動が市民に広く受容される
ためにも、従来型の法による規律のみならず、警察と国民・市民が相互主体的な立
場で刑事手続に関与するフォーラムが必要であり、その可能性を模索することが本
稿の目的である。
査結果から――」季刊刑事弁護 70号（2012年）132頁、136頁）。
(8)村山・前掲注 (2) 453頁。
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Ⅱ．アカウンタビリティと警察活動
1．アカウンタビリティの意義
周知のように、アカウンタビリティは、歴史的には「会計（accounting）」と密
接な関係を有し、その語源は「簿記（bookkeeping）」に由来する(9)。現在では、
そのような原義の呪縛から解き放たれ、アカウンタビリティは「公正公平なガバナ
ンス」をもたらしうるものと積極的に評価されている一方、その語が意味するとこ
ろがなお不明瞭であることから、いわば「アイコン」のような存在に陥っている
という(10)。政治的言説や数々の政策において透明性（transparency）と信頼性
（trustworthiness）といった「良きガバナンス」を表象する用語として、アカウ
ンタビリティは具体的な意義を伴わないまま――まさに「アイコン」として――用
いられている現状がある。
このような概念上の曖昧で多義的な性質を払拭できていない理由として、「アカ
ウンタビリティ」はアングロ＝ノルマン文化圏に由来する概念であり、ヨーロッパ
大陸圏にはそれに対応する語句概念がないこと、ならびに、英米の現代政治スキー
ムにおいて「アカウンタビリティ」がかつてないほど拡張的に使用されていること
などが指摘されている(11)。
アカウンタビリティ概念を巡る議論は、政治学のみならず、会計学、経済学、経
営学、社会学、さらには心理学にまで及んでおり、その構想概念をここで詳細に検
討することはできないが、本稿の「アカウンタビリティと警察活動」という問題意
(9)アカウンタビリティと会計の歴史的関係、およびアカウンタビリティ概念の進化と変化
については、山本清『アカウンタビリティを考える――どうして「説明責任」になったの
か――』（NTT出版、2013年）45頁以下参照。
(10) Mark Bovens, Public Accountability, in Ewan Ferlie, Laurence E. Lynn, Jr. &
Christopher Pollitt (eds.), Public Management (Oxford University Press, 2007), at
182.
(11) Mark Bovens, Thomas Schillemans & Paul ’T Hart, Does Public Accountability
Work?: An Assessment Tool, Public Administration Vol. 86 No. 1 (2008), at 226-
227. 例えば前者の点について、英語の ‘accountability’とまさに一致する語句がフラン
ス語・ポルトガル語・スペイン語・ドイツ語・オランダ語等にはなく、また、それらの語
圏においては ‘responsibility’と ‘accountability’が意味的に区別されていないことが挙
げられている。
324
明治大学　法律論叢 91巻 1号：責了 book.tex page325 2018/10/17 09:23
アカウンタビリティを通じた警察活動規律の可能性（八百＝守田）
識の下で、その意義を明らかにしておく必要はあろう(12)。
アカウンタビリティ(13)は、「行為者が、ある程度重要な関係にある他者に対し
て、自己の行為を説明し正当化する義務を感じる社会的関係」と言うことができ
る(14)。この比較的シンプルに定義づけされた関係性によって、個人または機関
（agency）ともに行為者（actor）／答責者（accountor）になりうること(15)、ま
た、問責者（accountee）には特定個人または機関、さらには一般大衆や敬虔なク
リスチャンが答責者の場合には神といったヴァーチャルな存在までもがなりうる
ことになる(16)。そして、この答責者と問責者の間の関係性は、少なくとも通常 3
つの段階で成立する(17)。
第一に、答責者が、業務遂行や成果・手続に関する様々な種類のデータを提供す
ることで、自己または行為者の行動を問責者に知らせる義務があると感じなければ
ならない。ここでいう説明し正当化されなければならない行動には、財務アカウン
タビリティにおける財政監査から法的アカウンタビリティの執行上の公正性まで
といった幅広いものが当てはまる。また、答責者が感じる義務はフォーマルなもの
でもインフォーマルなものでもありうる。
第二段階は、答責者からの情報は、問責者が答責者または行為者を審問し、情報
の正確性や当該行動の正当性に疑問を投げかける契機となりうるものであり、これ
は討論の段階にあたる。
最後に、問責者は通例、答責者または行為者の当該行動について判断を下すこと
になる。否定的な判断となる場合は、問責者は答責者に対しある種の制裁を科すこ
とがままある。この制裁には、罰金や懲戒処分といったフォーマルなものがまず想
(12)グローバル行政法の観点からアカウンタビリティ概念を詳細に検討するものとして、興
津征雄「グローバル行政法とアカウンタビリティ――国家なき行政法ははたして、また
いかにして可能か――」社会科学研 65巻 2号（2014年）57頁、69頁以下参照。
(13)なお、以下本稿でいう「アカウンタビリティ」は、公的部門が市民に対して負う「公的ア
カウンタビリティ（public accountability）」を指すものとして使用する。
(14) Bovens, supra note 10 at 184; Christopher Pollitt, The Essential Public Manager
(Open University Press, 2003), at 89.
(15)なお、「行為者」がつねに「答責者」になるわけではない。
(16)「答責者」「問責者」の訳語は、興津・前掲注 (12) 69-70頁に倣った。後述のように、ア
カウンタビリティ概念は「説明責任」概念とは異なるものであって、「説明者」「被説明
者」という語ではアカウンタビリティ概念を正確に把握することはできないであろう。
(17) Bovens, supra note 10 at 184-185.
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定されるが、他方で、テレビカメラの前で説明させることで答責者の社会的評価や
キャリアを貶めるといったインフォーマルで暗示的な制裁も含まれる。
以上の 3段階をより詳細に言えば、①説明付与行為への公的なアクセス可能性が
あること(18)、②行動を説明し正当化すること、③説明は特定のフォーラムに向け
られたものでなければならないこと、④答責者が申し出る義務があると感じなけれ
ばならないこと、⑤討論と判断の可能性が存在していなければならず、ときに（イ
ンフォーマルなものも含む）制裁を問責者が科す可能性が担保されていること、と
いう 5つの要素によって社会的関係としてのアカウンタビリティは構成されるこ
とになる(19)。
⑤の制裁の可能性については、我が国の「アカウンタビリティ＝説明責任」とする
理解と若干の相違が見られる点であろう。説明をしなければならないということの
みならず、アカウンタビリティを負う（アカウンタブルである）ということは、場
合によって制裁を負うことを意味している。いわく、公職者は「自分が誰かによっ
てアカウンタブルにされるのであれば、2つのことが起こりうることをわかってい
る。自分がいいことをすれば何も起きないが、万一しくじれば大混乱に陥るという
ことである。我々がアカウンタブルな存在にしたいと思う人々は、アカウンタビリ
ティが何を意味するのかよく理解している。すなわち、アカウンタビリティとは
処罰（punishment）であると」(20)。換言すれば、「アカウンタブルであるという
ことは責任がある（responsible）ということであって、非難に晒される（blame）
ということでもある」(21)。
我が国においては、アカウンタビリティはしばしば「説明責任」という語句で用
いられ、事前に説得あるいは理解を得るという文字通りに説明をする責任として位
置づけられる傾向にあるが、本来この概念は答責者と問責者の社会的関係を表すも
のであって、懲罰性や事後的な責任の意味合いについてもまたアカウンタビリティ
にもたせることが妥当であろう。
(18)「公的（public）」は「公開性（openness）」と密接に関連している。したがって、純内
部的な場における説明付与行為は認められない。
(19) Bovens, supra note 10 at 185.
(20) Robert D. Behn, Rethinking Democratic Accountability (Brookings Institution
Press, 2001), at 3.
(21) Bovens, supra note 10 at 189; Pollitt, supra note 14 at 89.
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以上の考察を踏まえて、本稿では、アカウンタビリティを、「自己の行為を説明
し、正当化する義務であり」、答責者は「懲罰を受ける可能性を持つもの」(22)と定
義する。
2．アカウンタビリティの構成要素
アカウンタビリティをそのように定義づけするのであれば、①答責者（誰が）、
②問責者（誰に）、③対象となる行為（何について）およびその責任を果たしたか
否かの判断基準、④必要とされる理由（なぜ）がまずもって明らかにされなければ
ならない。アカウンタビリティの構成要素に着目した分類を概観する(23)。
①誰が答責者になるのか（主体）
アカウンタビリティの主体は容易に特定できそうだが、実際のところ困難な場合
が多い。例えば、不審事由を欠く不合理な職務質問が行われた場合、そのような職
務質問を実際に行った警察官がアカウンタブルであるのは一見明白そうだが、本件
職務質問の契機として管内全体のいわゆる「強調月間」(24)が因果性を有していた
場合は、「強調月間」を管内警察官に指示していた組織そのものや、本件職務質問
の実施を奨励した直属の上司もまたアカウンタビリティを負う可能性がある。
これは「problem of many hands」と言われる問題であり、「政府の決定や政
策に対しては多くの公職者が多様な方法で関与するのであって、政治的結果に対
して誰が道徳的に責任を有するのか特定することが原理的にさえ困難な場合があ
る」(25)問題を指す。この問題を克服するには、アカウンタビリティの主体が誰か
ということに基づいた、法人的アカウンタビリティ、階層的アカウンタビリティ、
集合的アカウンタビリティ、個人的アカウンタビリティという 4つの概念区分が有
(22)山本・前掲注 (9) 49頁。See also, Bovens, supra note 11 at 227.
(23)なお、Bovensの主体／客体の分類は、「分類項目間に重複あるいは強い関係を有するも
のが存在する」（山本・前掲注 (9) 63頁）。アカウンタビリティ論における構成要素の類
型化は、アカウンタビリティの意義と同様に種々の考え方が存在しているのが実情であ
るが、本稿では警察を主とする公的アカウンタビリティを念頭に置いた分類が必要であ
るため、基本的にはBovensの類型に依ることとする。アカウンタビリティ概念の更な
る理論的深化は今後の課題としたい。
(24)職務質問の「強調月間」については、村山・前掲注 (2) 305頁参照。
(25) Dennis E. Thompson, Moral Responsibility of Public Officials: The Problem of
Many Hands, The American Political Science Review Vol. 74 No. 4 (1980), at 905.
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効であると主張されている(26)。
第一のものとして、団体組織そのものがアカウンタブルであると考える法人的ア
カウンタビリティ（corporate accountability）がある。これは、組織が個人（自
然人）と同様の権利・義務といった法的資格を有する存在（法人）とみなす考えに
基づく。法人的アカウンタビリティによれば、組織的逸脱が行われた場合、特定の
個人に焦点をさほど当てることなく、当該組織そのものが直接アカウンタブルとな
る。先の職務質問の例でいえば、警察組織そのもの（警察署や都道府県県警本部、
または警察庁）がアカウンタビリティを負うことになる。なお、法人的アカウンタ
ビリティは、後述②の法的アカウンタビリティならびに管理的アカウンタビリティ
と連結し機能することが多い(27)。
第二に、組織内のトップから末端までの間に存在する厳格な「命令の連鎖（chain of
command）」に着目する階層的アカウンタビリティ（hierarchical accountability）
がある。これによれば、組織のトップは組織外に対して全ての非難を受ける立場に
あるが、各層における組織の下位者は上位者に対してアカウンタブルとなる。組織
内においては下位者がアカウンタビリティの主体になるということである。その
ため、中間管理職は上位者に対しては答責者になるが、下位者との関係では問責者
という二面性を有することになる。職務質問の例においては、警察組織はまさに
「命令の連鎖」を有する組織体であるため、違法な職務質問を行った警察官は上級
警察官に対しアカウンタブルとなり、同時に、その上級警察官は警察署長などに対
してアカウンタブルとなる。なお、階層的アカウンタビリティは、後述②の組織的
アカウンタビリティならびに政治的アカウンタビリティでとりわけ支配的なもの
となる。なぜならば、階層的アカウンタビリティは、複雑な組織や統治形態をいわ
ゆるピラミッド型で把握するものであるからである。
集合的アカウンタビリティ（collective accountability）とは、公的機関は個人
の集合体であることから、その機関の構成員や関係者全員が個々人としてアカウン
タブルであると考えるものである。この見解では、「problem of many hands」は
容易に解決できる。なぜならば、組織的な不正行為が発生した場合、当該組織の一
員であるという理由で、全ての構成員がアカウンタブルになるからである。しか
(26) Bovens, supra note 10 at 190-192. また、山本・前掲注 (9) 57-60頁も参照。
(27)例えば、違法捜査を理由とする国賠訴訟やオンブズマンの是正勧告などを想起されたい。
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し、集合的アカウンタビリティは、共同して構成員や関係する全員がアカウンタブ
ルであることを前提とするので、その結論が道徳的に妥当といえるかどうかが問題
となろう。個々人にアカウンタビリティを集合的に一律負わせるという結論が妥
当であると断言することは、法律実務からみても道徳的側面からみても躊躇を感じ
ざるをえないであろう。そのため、集合的アカウンタビリティは、例えば小規模な
公的機関といった特定の状況にのみ、適切で有効なものと考えられる。
最後に、個人的アカウンタビリティとは、不適切な事態が発生したことに対する
その寄与分に応じて個々人がアカウンタブルであるとする分類である。これは最
も特定化された形での非難の帰責が可能となる。非難の程度は、組織的階層の上位
者か下位者であるかどうかや個人の行動を基礎として判断されるため、責任の程度
は個々人によって異なるものとなりうる。アカウンタビリティを求める問責者に
してみれば、答責者が特定できるこの形態は都合が良いことになる。冒頭の例でい
えば、警職法 2条 1項に規定される職務質問の不審事由を欠いていたにもかかわら
ず職務質問を実行した警察官はアカウンタブルになるし、また、不審事由を欠いて
いたとしても一定の類型に当てはまる場合は職務質問を実施するよう上級警察官
が指示していたような場合は、上級警察官もアカウンタビリティを個人として負う
ことになろう。しかし、この類型にも問題がある。個人の責任を厳格に問うために
は、その個人が自発的な意思に基づき行動したことがその帰責原因となるが、組織
が求める目的や活動に追従するよう暗に与えられる社会的プレッシャー（集団意識
や同僚集団による圧力など）は当然に想定されるからである。警察組織の場合は、
とりわけこの問題がありうるように思われる。個人的アカウンタビリティを問う
際は、そのような組織内のプレッシャーがどの程度存在していたかについてもまた
慎重に判断しなければならないであろう。
以上のように、アカウンタビリティの主体をめぐっては 4つの類型が想定されて
おり、警察官が違法行為を行った場合は、当該警察官のみならず、警察組織そのも
のや上司たる上級警察官もまたアカウンタビリティを負う可能性がある。
②誰に対してアカウンタブルなのか／誰が問責者になるのか（客体）
次いで、答責者が負うアカウンタビリティは誰に対するもの（to whom）である
のかを明らかにしなければならない。先の職務質問の例で言うならば、答責者とな
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りうる当該警察官や警察組織そのものは、誰に対し「自己の行為を説明し、正当化
する義務」を負うのであろうか。この問題は、「problem of many eyes」と称され
るものであり、通例、公的機関に属する者は、主として 5つのアカウンタビリティ
の社会的関係を有すると考えられている(28)。
第一に、公務員は、年次報告といった形式的なものやまたは日々のインフォーマル
な会議において、その上司に対して説明をしなければならないとする、組織内の上司
を問責者と位置づける組織的アカウンタビリティ（organizational accountability）
がある。しかし、この場合は、組織内部的な説明にとどまるものであって、公衆に
とってはアクセス可能性がないないため、厳密に言えば「公的」なアカウンタビリ
ティではないであろう。
次に、選挙で選出された代議員や政党といった政治的なフォーラムを名宛人とす
る政治的アカウンタビリティ（political accountability）がある。例えば、アメリ
カにおいては、FBI長官はしばしば連邦議会に対して、聴聞会などを通じて、直接
的なアカウンタビリティを果たすことになる。議院内閣制を採用する我が国では、
警察庁長官は国務大臣である国家公安委員会委員長に対しアカウンタビリティを
負う。
この政治的アカウンタビリティを、活動主体は活動原資の出資者に対してアカウ
ンタブルであるとして広く捉える見解(29)もある。この見解に従えば、経済学でい
うところの「本人（principal）―代理人（agent）」関係（以下、PA関係とする）と
して、有権者たる国民や株主が「本人」、政治家や経営者が「代理人」となり、「代
理人」の地位にある者は「本人」の地位にある者に対してアカウンタビリティを負
う。公職者の文脈で言えば、国民から統治権に基づく公務執行権の信託を受ける国
家公安委員会委員長たる国会議員ならびに公務員たる警察官は「代理人」として、
階層的な過程を経て、「本人」たる国民に対してアカウンタブルとなるのである。
第三のアカウンタビリティとして、裁判所を問責者と位置づける法的アカウンタ
(28) Bovens, supra note 10 at 186-188.
(29)山本・前掲注 (9) 53頁。Bovensは公的部門のアカウンタビリティに焦点を置いている
一方、山本は民間部門を含む広義の意味から、政治的アカウンタビリティを「出資者及び
その代表（政党を含む）並びにメディアに対するアカウンタビリティ」と定義づけている
（前掲 54頁）。
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ビリティが挙げられる(30)。公的機関に属する者は、裁判所において、自己の行為
を――ときに所属する機関の代表として――説明しなければならないときがある。
法的アカウンタビリティによって、市民は選挙や政治的な過程といった伝統的な手
法に依らずとも、公務員をアカウンタブルにすることができるとして、その意義は
高く評価されている(31)。通例、法的アカウンタビリティは、公的機関に対し法令
が付与している特定の責任を問うことになるため、法令という明確な基準に基づい
た審査という形をとることになる(32)。不合理な職務質問の場合、当該警察官は警
職法 2条 1項の規定に基づいた職務質問であったか否かを、法廷において（裁判官
に対して）説明しなければならない。
第四に、法的責任には至らないがそれに類似するものとして、管理的アカウンタ
ビリティ（administrative accountability）がある。これは、政府から独立した
第三者機関を問責者と位置づけるものである。会計検査院やオンブズマンといっ
た監査員・検査員などがその例である。我が国の警察活動との関係でいえば、例え
ば行政不服審査委員会がこれにあたろう(33)。
最後に、通常、多くの公務員はその技術的な意味において専門性を有することか
ら、同じく専門家である同僚に対してアカウンタビリティを負うと考える専門的ア
カウンタビリティ（professional accountability）が挙げられる。例えば、警察官
たる公務員は警察官として体系的な訓練を受けており、自律的意思決定を行うもの
の、職業専門組織である警察が決定した行動規範や倫理規範に従う義務がある。そ
のような職務倫理・服務規程に違反した場合は、同僚である警察官（監察官）に主
(30)なお、法的アカウンタビリティにおける問責者を裁判所ではなく、原告と位置づける
見解（Jerry L. Mashaw, Structuring a ‘Dense Complexity’: Accountability and the
Project of Administrative Law, Issues in Legal Scholarship Vol. 5 Issue 1 (2005),
at 19）もあるが、裁判所による判断に基づく司法的制裁の可能性を担保することに重点
を置いて、本稿では差し当たって裁判所を問責者としておきたい。
(31) Behn, supra note 20 at 57.
(32)公益性の観点から法という基準に基づき答責者に説明・正当化を求めることの意義を高
く評価し、法的アカウンタビリティは一定の活動を法の支配の下に置くことで「合法性
（legality）」を担保する機能を有していることを指摘するものとして、興津・前掲注 (12)
77頁参照。
(33) 2014年の行政不服審査法関連三法の成立を踏まえた、警察と行政不服審査委員会の関係
については、小林雅哉・小山慧「行政不服審査制度の見直しについて」警察学論集 69巻
6号（2016年）80頁以下参照。
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導される形で警察組織から処分を下されることになろう。
これらの分類においては、とりわけ、政治的アカウンタビリティ、法的アカウン
タビリティおよび管理的アカウンタビリティは、外部に向けられたものであって、
答責者から独立した機関に対するアカウンタビリティとしてその意義は高いもの
と言えよう。
ところで、アカウンタビリティの主体と客体の関係から、垂直的（vertical）な
アカウンタビリティと水平的（horizontal）なアカウンタビリティに分類すること
ができる(34)。伝統的なアカウンタビリティの観念である垂直的アカウンタビリ
ティは、階層的アカウンタビリティ・組織的アカウンタビリティがその代表例であ
るように、指揮監督を受ける者がその上司に対して負うものである。政治的アカウ
ンタビリティにおいても、個々の公務員は省庁に対して、省庁は内閣（国務大臣）
に対して、内閣（国務大臣）は議会に対して、そして議会は市民に対して、やはり
階層的にアカウンタブルとなる。
対して、水平的アカウンタビリティは、個人的アカウンタビリティ・管理的アカ
ウンタビリティや専門的アカウンタビリティがいわゆる「トップダウン方式」では
ない形でのアカウンタビリティを求めるように、いわば「自発的な、道徳的・倫理
的な責務から果たすアカウンタビリティ」(35)である。近時、個々の公務員や公的
機関が社会全体や市民などに対して直接的なアカウンタビリティを果たすべきで
あるとの要求を背景に、水平的アカウンタビリティの重要性が認識されるに至って
いる。この水平的アカウンタビリティの次元においては、統治権に基づく公務執行
権の信託／負託という「本人」たる国民と「代理人」たる公務員といったトップダ
ウン方式でアカウンタビリティが求められるのではなく、例えば統治権を有しない
外国人といった広い意味での市民が問責者として位置づけられることになり、国民
以外もその対象となりうる刑事手続においては重要な意義を有するアカウンタビ
リティの類型と思われる(36)。
以上の観点からアカウンタビリティを検討すると、警察活動は従来の刑事手続に
おいて――ほぼ唯一のものとして――意識されてきた司法審査に服するのみなら
(34) Bovens, supra note 10 at 196-200.
(35)山本・前掲注 (9) 62頁。
(36)刑事手続における（国民ではない市民も含む）被処分者がアカウンタビリティの問責者
になりうる理由については、Ⅳ・1参照。
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ず、国民（垂直的）・市民（水平的）に対してもまた警察はアカウンタビリティを
負うことになる。さらに、ピア・レビューといった組織内部的なアカウンタビリ
ティも重要な位置を占めるものと言えよう。
③何についてアカウンタブルなのか（対象）・判断基準
では、アカウンタビリティを負うとしても、一体何について（for what）のアカ
ウンタビリティであるのか。そして、そのことについて責任を果たしたとする判断
基準はいかなるものとなるのか。
第一に、前節において述べたように、歴史的にアカウンタビリティは会計と密接
な関連性を有していることから、財務（finance）について答責者はアカウンタブ
ルであることは容易に想像できる（財務アカウンタビリティ）。しかし、アカウン
タビリティ概念が徐々に拡張するにしたがって、現在では、民主制国家における公
的機関が果たすべきアカウンタビリティの観点から、さらに 2つの事柄に関するア
カウンタビリティも主張されている(37)。
1つは、政府をはじめとする公的機関は、民主主義による統治に関する諸規範
――とりわけ公正性（fairness）――についてアカウンタビリティを果たさなけれ
ばならないというものである（公正性アカウンタビリティ）。市民に対しサービス
を提供したり課税したりする際、また法違反を理由として市民を処罰する際も、政
府は公正でなければならない(38)。そして、政府の活動が公正であるか否かを判断
するためには、その判断基準が事前に設定されておく必要がある。したがって、公
的機関や公務員が公正性アカウンタビリティを果たすためには、市民が社会全体と
して公正や衡平（equity）にかなうと考える価値を法典化し、公正性が担保された
(37) Behn, supra note 20 at 8-10. 以下の分類は警察が負う公的アカウンタビリティを念頭
に置いたものである。他に、アカウンタビリティが会計的な責任から業務やその結果に
関する責任にまで及んできたことを踏まえた分類として、経営アカウンタビリティ、財
務アカウンタビリティ、プログラム・アカウンタビリティ、過程アカウンタビリティと
するのが一般的なようである（see, Bovens, supra note 10 at 186）。
(38)公正性アカウンタビリティにおける客体は、有権者の多数派のみならず少数派はもちろ
ん、投票しない子供やまだ産まれていない者まで含める非常に包括的な範囲が想定されて
いる（Behn, supra note 20 at 226 (citing Robert B. Reich, Public Management in a
Democratic Society (Prentice Hall, 1990), at 76）。そのため、ここでいう「市民」と
いう語は将来的に社会構成員になりうる者まで含むものとして使用する。
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過程に関するルールを明確に定めておかなければならない。公的機関がすべきこと
／すべきでないことをルールや手続に定め、そこからの逸脱が確認された場合は、
公的機関はときに処罰を被る形で自己のアカウンタビリティを果たすことになる。
また、公務員は、職務上必要とされる様々な権限（power）を与えられていると
同時に、その行使にあたっての自由裁量（discretion）も認められている。その裁
量に基づいた恣意的な権限行使の可能性があることから、国民は「公務員に対して
裁量を付与することを恐れる」(39)のである。そのため、公正性を確保するために
も、国民は選挙を通じて、代表たる代議士に公務員の権限濫用を防ぎまたその裁
量を制限するためのルールや規制を制定させることが必要となる。公務員はこの
ルールに従い、適切な権限行使を果たさなければならない。このルールや規制が目
的としていることは、適切な公金の使用と公正な市民の取扱いであるため、財務ア
カウンタビリティや公正性アカウンタビリティに吸収されることになる。
もう 1つのものとして、業務遂行性（performance）についての公的機関のアカ
ウンタビリティが挙げられる（業務遂行性アカウンタビリティ）。すなわち、「代理
人」たる公的機関が公共目的を　
•
い　
•
か　
•
に　
•
し　
•
て達成するのかという点のみならず、実際
に　
•
何　
•
を達成したのかという結果に関する点についてもまた、「本人」たる国民はア
カウンタビリティを要求するのである。業務遂行性アカウンタビリティは、ルール
や手続を定めることでは測ることができない。そのため、財務アカウンタビリティ
や公正性アカウンタビリティとは質的に異なる基準が必要となる。業務遂行性ア
カウンタビリティを確保するためには、公的機関が達成するであろう結果に関する
予測を事前に確立しなければならず、それは業務遂行性を測定する明確かつ客観的
な目標でなければならない(40)。それは、国民の予測期待値をカバーするものであ
り、公的機関は国民全体に対して業務遂行性アカウンタビリティを負うのである。
アカウンタビリティをその対象の観点から分類すると以上のように類型化でき
るが、警察との関係でいえば、とりわけ公正性アカウンタビリティは重要な位置を
(39) Steven Kelman, Procurement and Public Management: The Fear of Discretion and
the Quality of Government Performance (The Aei Press, 1990), at 3.
(40)我が国の行政機関に導入されている政策評価制度を想起されたい。ただし、本制度は行
政機関自らがその政策を分析・評価するものであるため、どこまで国民の期待値が反映
されているか（業務遂行性アカウンタビリティの前提を樹立する際の正統性がどの程度
確保されているのか）は、検討を要するところであろう。
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占めるものと評価できよう。ときに市民との緊張的関係に立ちうる警察活動は、そ
の公正性が市民に対して担保されていなければならないのであって、警察権やその
裁量権を行使するにあたっては、法令や判例をはじめとするルール適合的な範囲に
とどまらなければならず、公正性の範囲外に置かれる場合は、アカウンタビリティ
の不履行として懲罰を被ることになろう。
④なぜアカウンタビリティが必要なのか（理由）
PA関係を特徴とする現代の間接民主制においては、「本人」たる国民が、自己の
統治権に基づく公務執行権を選挙によって選ばれた代議士に信託し、代議士は内閣
を選出し信任を与え、内閣は統治にかかわる様々な権限をそれぞれの省庁に属す
る何万もの公務員に委任する。そして、第一線の公的機関や公務員は、税金を使
用し、裁量も含む権限を行使することで、「公共の秩序の維持」も含む様々な政策
を実行している。このような統治方法においては、（垂直関係の）アカウンタビリ
ティが確保されていなければならないが、アカウンタビリティが果たす機能に着目
したその理由が 5つ考えられている(41)。
第一に、アカウンタビリティが民主的統制（democratic control）という機能
を果たすからである。統治権にかかわる権限が次々と信託される関係（chain of
delegation）にある場合、その権限の行使に関しては民主的な統制を及ぼす必要が
ある。国民は、政府の公正性や業務遂行性について判断を下し、ときに選挙におけ
る投票という形で制裁を加えることができる。それゆえ、公的な説明付与行為は、
民主的プロセスにとって必要不可欠な前提条件であると考える。
第二の理由として、アカウンタビリティが統治の廉潔性（integrity）を高める機
能を有することが挙げられている。公的な説明付与行為は、公職者による不正や権
限濫用といった不適切な行為に対するセーフガードになりうると考える見解である。
第三に、アカウンタビリティは業務遂行を改善する機能も営むが故に必要とされ
る。アカウンタビリティは個人または機関の学習を促進する、換言すれば、将来の
不正を予防し、適切な業務遂行の可能性を担保する機能がある故に、必要とされる
のである。
第四の理由は、上述の 3つの機能とも相俟って、アカウンタビリティは統治の
(41) Bovens, supra note 10 at 192-194.
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正統性（legitimacy）を維持あるいは高めるという機能も有する点に求めるもの
である。とくに透明性（transparency）(42)・応答性（responsiveness）・答責性
（answerability）の意味におけるアカウンタビリティは、統治における公衆の信
頼を保証し、国民と代表者との間のギャップ／統治者と被統治者との間のギャップ
を埋める架け橋になるのである。
アカウンタビリティが求められる最後の理由は、アカウンタビリティがカタルシ
ス効果をもたらすからというものである。これは、大規模事故や大規模災害のとき
に見られる現象であって、そのような非常事態においては、公的な説明付与行為は
儀式的な浄化機能を果たし、公衆にカタルシスをもたらすという考えである。
これらの機能をアカウンタビリティの有効性をどこに求めるのかという視点で分
類し直せば、第一および第四の理由は民主的有効性（democratic）に、第二の理由は
憲法的有効性（constitutional）に、そして第三の理由は学習的有効性（learning）
に置換できよう(43)。民主的有効性は、公的機関の活動を「権限信託の民主的連鎖」
に効果的に紐付けることでその活動を統制し正統化する点にアカウンタビリティ
の意義を見出し、その主たる評価基準を、民主的に正統化された機関が公的機関の
活動を監視・評価し、行為者の行動を修正しうるかどうかに求める。憲法的有効性
は、執行府の権力集中とその濫用の危険性に対抗する点にアカウンタビリティの意
義を認めるものであり、その評価基準は公的機関の権限濫用をいかなる程度減じた
かどうかになる。最後の学習的有効性からは、アカウンタビリティは公的機関に対
し有用性と効率性を高めるためのフィードバックに基づく誘因を提供するものと
位置づけられ、アカウンタビリティの制度が公的機関に対し望ましい社会的成果を
達成するよう絶えず動機付けているかどうかが評価基準となる。
(42)なお、透明性概念はアカウンタビリティ概念とは区別されるものである。透明性とは「行
政活動ないし法定過程がそれ自体として公にされていることを意味し、特定の問責者に
対する義務や責任を意味するものではない」からである（興津・前掲注 (12) 73頁）。こ
の意味において、警察活動の可視性（透明性）を保障することを目的として欧米で導入さ
れている警察官装着カメラは、アカウンタビリティ確保の観点からは不十分と言わざる
をえない（Ⅲ・2参照）。
(43) Bovens et al., supra note 11 at 230-232. 第五のカタルシス機能については、民主的・
憲法的・学習的という分類には適さないものであるが、市民に対する浄化機能が果たさ
れることによって統治への信頼が補充されるとするならば、民主的有効性に間接的に属
するものとも言えようか。
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さて、以上のようにアカウンタビリティが果たす 5つの機能から、それが必要と
される理由が考えられているが、アカウンタビリティの各機能を過度に働かせてし
まうと、むしろ機能不全に陥ってしまうことには注意しなければならないであろ
う(44)。「アカウンタビリティのジレンマ」とも言われる問題である(45)。例えば、
過度に民主的統制を図ろうとするならば、公的機関の自発的な意欲はそがれ、ルー
ル固執的な官僚主義へと至る危険性がある。また、不正防止の見地から廉潔性の機
能を強調しすぎると、公的機関の効率性を深刻に阻害しうる手続至上主義に傾斜す
る可能性もある。透明性を確保すればするほど、アカウンタビリティがいわば政治
スキャンダルの場へと変容し、結果、統治の正統性を傷つけることもありえよう。
アカウンタビリティの各機能を有効な範囲にとどめ、互いに排斥し合わないように
するためにも、均衡が保たれたアカウンタビリティの運用が望まれよう(46)。
やや網羅的な記述となってしまったが、アカウンタビリティを可能な限り分析可
能な記述的概念にするため、以上のような構成要素に着目した分類がこれまでのと
ころ提出されている。警察活動とアカウンタビリティの関係を議論するにあたっ
ては、アカウンタビリティの機能を念頭に置いた上で、その主体・客体・対象を場
合に応じて適切に組み合わせることで導出される明晰な枠組みに依らなければな
らないであろう。
3．アカウンタビリティと統制
ところで、本稿は、アカウンタビリティを通じて警察活動を規律する可能性・必
要性を論究するものであるが、そもそもアカウンタビリティは規律という統制・規
制の機能を持ちうるものであるのか。
アカウンタビリティは、ときに「統制（control）」や「規制（regulation）」と区
別されることがある。すなわち、アカウンタビリティがすでになされた決定や政策
について事後的に説明しその責任が追及される方向で機能するのに対し、統制や規
制は将来の行動に対し命令・指示するといった事前的な対応に主眼が置かれている
(44) Bovens, supra note 10 at 194-196; Bovens et al., supra note 11 at 233-234.
(45) Behn, supra note 20 at 10-12.
(46) See, Bovens et al., supra note 11 at 235-237.
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からである。また、アカウンタビリティをとくに「説明」の点に力を置く理解の下
では、「アカウンタビリティという語はあいまいな逃げ口上（weasel word）とし
てしばしば使用されて」おり、「事後的な説明という意味におけるアカウンタビリ
ティは、極めて限定された程度の統制を認める」に過ぎないといった批判(47)もな
されており、両者を区別するにしても、アカウンタビリティが統制・規制の効果を
発揮することは期待できないと考えられてきた。
しかし、アカウンタビリティは統制そのものではないものの、「説明を要求する
という能力には統制を及ぼすという能力が内在的に存在している」と言え、「統制
とアカウンタビリティは連結した概念であって、1つの連続体として作用している
もの」と評価してもよかろう(48)。公的部門が負うアカウンタビリティに関して
は、近年、「事前統制中心から事後統制にも対応した責任へ、また、投入・過程に
焦点を当てた責任から成果に焦点を当てた責任へ、さらに、統制と責任の補完関係
の強化へと移行を目指している」(49)と言われており、そのような傾向も踏まえる
ならば、統制とアカウンタビリティは相互に重なり合い補完する関係にあるとして
も差し支えないであろう。要するに、アカウンタビリティは警察を効果的に統制す
るより広い仕組みの一部としてみることができるのである(50)。
前節でも触れたように、例えば財務・公正性アカウンタビリティを測定するため
には、事前にルールや基準を設けなければならず、そこからの逸脱が生じた場合、
答責者は問責者に対しアカウンタブルとなるが、翻って、それらルールや基準が答
責者の行為に対して統制を及ぼしていることは明らかである。「規制とは、幅広く
定められた成果を産出するために設けられた特定の基準や目的に従って、他者の行
動を変えることに焦点を当てた持続的な試みであって、それは、基準の設定、情報
収集および行動の修正といったメカニズムを含んでいるもの」(51)であり、アカウ
(47) Laurence Lustgarten, The Governance of Police (Sweet & Maxwell, 1896), at 1.
(48) Colin Scott, Accountability in the Regulatory State, Journal of Law & Society Vol.
27 No. 1 (2000), at 39. また、アカウンタビリティは統制そのものでないが、統制の一
手段にはなりうることを指摘するものとして、興津・前掲注 (12) 74頁も参照。刑事手続
においても、例えば、事前審査としての捜索差押え許可状と事後審査としての準抗告が、
捜索差押えの規律において両輪として機能していることを想起されたい。
(49)山本・前掲注 (9) 117頁。
(50) Richard Young, The Rise and Fall of ‘Stop and Account’, in Stuart Lister & Michael
Rowe (eds.), Accountability of Policing (Routledge, 2017), at 20.
(51) Julia Black, Critical Reflections on Regulation, 27 Austl. J. Leg. Phil. 1 (2002), at
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ンタビリティもまたルールや基準を設定し、説明を求め（情報を収集し）、必要と
される場合は懲罰を科す（行動を修正する）ものであって、両者は同様の過程を
経るものと言えよう(52)。換言すれば、「民主制国家で行政・執行活動をどのよう
に統制するかは、執行者がいかにアカウンタビリティを果たすかと表裏一体のも
の」であり、「事前統制で想定した行動をとらないときにどのようにアカウンタビ
リティを通じて修正するか、事後統制で将来に向けた適切な方向にいかにして誘導
するかが重要」(53)なのである。
このようにアカウンタビリティと統制・規制との間に密接な関連性があることに
よって、アカウンタビリティが多面的な問責者を想定することから、統制・規制に
あたって多面的主体性を構築する試みが可能性として示唆されるのである(54)。
4．アカウンタビリティと警察活動
すでに我が国においても、警察における「説明責任」の重要性は指摘されてきた
ところである。例えば、警察は、「警察行政の在り方を最終的に決める立場にある
国民・住民には、そう〔単に説明する、また「理解と協力」を得るために説明する――
執筆者注〕ではなく、相手方が納得し、支持してもらえるように、説明を尽くさな
ければならない」(55)と、「納得と支持」の獲得の観点から警察の説明責任を把握
し、具体的には、①市民の評価をつねに意識し行動すること、②説明を求められた
事案に関しては可能な限り説明を尽くすこと、③市民の判断に有益な情報を平素か
ら提供すること、④犯罪抑止のための継続的取組みといった検討にある程度の時間
を費やすことのできるテーマについては、多くの市民の意見を聞き、その意見をで
きるだけ反映させることが、市民に対する警察の説明責任の履行として挙げられて
いる(56)。
しかし、警察が「自由と権利の擁護者」としての高い評価をこれからも受け続け
20.
(52) Young, supra note 50 at 20.
(53)山本・前掲注 (9) 92頁。
(54)Ⅳ・1参照。
(55)田村正博「新しい警察幹部の在り方（その 1）」警察学論集 65巻 6号（2012年）1頁、9
頁。
(56)田村正博「新しい警察幹部の在り方（その 3）」警察学論集 65巻 8号（2012年）99頁、
100頁。
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るためには、市民からの「納得と支持」を得るための説明を尽くすだけでは不十分
であって、自己の行為を説明し正当化する義務のみならず、ときに懲罰すら伴うア
カウンタビリティを果たすことが求められているように思われる。前節までの検
討を踏まえ、ここでは、警察とアカウンタビリティの関係を明らかにする。まず、
警察がアカウンタビリティを負う理由を確認しよう。
警察官は、法律上は一般市民であっても行える程度の権限を与えられているだけ
であることから、「制服を身にまとった市民（citizens in uniform）」に過ぎないと
も言われる一方で(57)、「従わなければ良くない結果が待っている」とか「権威あ
る存在」という市民の認識(58)を通じてもたらされる、極めて強く象徴的な権限を
有しているのも事実である。また、警察が組織的に有する制度上の権限やリソース
といった一般市民にはない特徴もある。警察権限に関するこのような複雑で制度
的な性質は、裁判所による審査で吟味されることも無論重要であるが、リベラルな
民主制国家においては、法的規制以外の、外在的なアカウンタビリティの仕組みに
よって効率的に監視されることもまた必要であろう(59)。
何よりもまず重要なことは、広い意味における政治的アカウンタビリティで言わ
れるPA関係を媒介させることによって、警察を民主的統制の下に置くことであろ
う。公務員である警察官（代理人）は、国民（本人）の利益のため効果的かつ倫理
的に活動（奉仕）することで信任を得ようとしなければならない(60)。警察は「権
限信託の民主的連鎖」に紐付けられることによって、信託者である国民に対して、
負託者たる警察はアカウンタブルでなければならないのである。警察と国民の関
係においては、法権限行使者（主体）と被処分者（客体）という従来から刑事手続
で意識されてきた対抗的関係のみならず、「警察を設置し、費用を負担し、権限を
与えている市民と、受任者としての警察との信託関係」(61)という点にもまた目が
(57) See, St John Robilliard & Jenny McEwan, Police Powers and the Individual (1986),
at 2.
(58)例えば、イギリス警察の実証的研究において、秩序と権威の維持という観点から強硬な態
度が必要と警察が判断した場合は、警察は事件を無理にでも訴追する方向に動くことが指
摘されている（八百章嘉「ケース・コンストラクション論と訴因論の接点――McConville
らの研究を手がかりに――」法学研究論集 37号（2012年）67頁、78頁参照）。
(59) Stuart Lister & Michael Rowe, Accountability of Policing, in Stuart Lister &
Michael Rowe (eds.), Accountability of Policing (Routledge, 2017), at 3-4.
(60)国家公務員法 96条ならびに地方公務員法 30条参照。
(61)田村正博「政策論としての犯罪対策」犯罪社会学研究 29号（2004年）65頁、67頁。
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向けられなければ、「国民のための警察」(62)という理念を達成することはできない
であろう。
また、アカウンタビリティの業務遂行を改善する機能も警察との関係で重要であ
る。警察がアカウンタビリティを負うことによって、適正な警察活動が促進される
ことになる。この手続遵守（手続的正義が少なくとも外観上確保されていること）、
さらには、警察が廉潔性と正統性も備えていることを市民が認識すれば、警察に対
する市民の信頼は増大し、結果、市民の多大な協力を要する犯罪捜査もまた効率性
の点で改善されることになろう(63)。
さらに、警察官が有する裁量も、アカウンタビリティの観点から修正されなけれ
ばならない問題であろう。「階級が 1つ下がるにつれて裁量が増える」(64)という警
察官が保持する裁量の問題は古くからあるものだが、改めて公正性アカウンタビリ
ティやアカウンタビリティの憲法的有効性の側面からアプローチを図り是正され
るべき事柄と思われる(65)。
以上のことから、警察はアカウンタビリティを負うべきであると言えるが、警察
が負うアカウンタビリティの具体的内容について、主体・対象・客体の順にまとめ
ておこう。
まず、アカウンタビリティを負う主体は、個別具体的なケースに無論よるが、法
人的アカウンタビリティ、階層的アカウンタビリティ、および個人的アカウンタビ
リティが当てはまることになろう。違法な職務質問が実施された場合、法人的アカ
ウンタビリティとして、例えば国賠訴訟においては、警察組織そのもの（正しくは
(62)竹内直人「警察行政における『民意』の反映」「警察行政の新たなる展開」編集委員会編
『警察行政の新たなる展開〔上巻〕』（東京法令出版、2001年）20頁以下。
(63) See, Lister et al., supra note 59 at 5. 2011年に実施された「刑事司法に対する信頼調
査」によれば、諸外国と比較して我が国は「警察による権力行使の正統性の受容に関して
は、他国と比較してかなり低く、それが刑事司法に対する国民の協力を消極的なものに
させている可能性」があることが指摘されている（浜井ほか・前掲注 (7) 137頁）。
(64) James Q. Wilson, Varieties of Police Behavior (Harvard University Press, 1968), at
7.
(65)裁量権行使の制限のみならずその「可視化」も重要な対応であって、その方策として例え
ば警察官装着カメラの導入も考えられるが、警察が裁量権を行使するのは通例「介入し
ない決定」（すなわち事後的な審査にさらされない決定）をなす際であることから、あま
り期待できないとも指摘されている（Lister et al., supra note 59 at 9）。警察官の裁量
をアカウンタビリティの観点からいかに実効的に規律すべきか／できるかは今後の課題
である。
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警察を管理運営する国または地方公共団体）が答責者になる。階層的アカウンタビ
リティとしては、対外的には警察署長などが答責者になるが、「命令の連鎖」に対
応する形で組織内においては上級警察官に対して各々の警察官は答責者になり、そ
して、個人的アカウンタビリティとしては、その責任の幅に応じて、個々の警察官
がアカウンタブルな存在となる(66)。通常の刑事手続においては警察官の職務行為
が適法か違法かといった判断を被ることになるため、警察官個人に焦点が当てられ
ることが一般的であるが、とりわけ政治的アカウンタビリティとの関係において、
警察組織そのものが答責者として負う役割は大きいものと思われる(67)。
次いで、対象についてであるが、財務アカウンタビリティ、公正性アカウンタビ
リティ、業務遂行性アカウンタビリティの全てを警察は負うことになるが、本稿の
問題意識の下では、とりわけ公正性アカウンタビリティが重要となる。先に述べた
ように、公正性を測るためには、事前に明確なルール・基準が定立されていなけれ
ばならず、具体的には、刑事訴訟法や警職法ひいては憲法が、また最高裁判例など
もその判定基準となろう。しかし、たとえ全てのルールや手続が遵守されたとして
も、あまねく警察が市民を公正に取り扱ったということを必ずしも保証するわけで
はないことには注意しなければならないであろう。すなわち、「より厳格なルール、
徹底的な監督、そして職権濫用に対する厳しい制裁を用いれば、警察組織から過
誤、汚職や蛮行がなくなるであろうことは、もはや自明の理ではない」(68)という
指摘は、伝統的な手法によって警察が公正性アカウンタビリティを達成することは
困難であることを示唆しているように思われる。
(66)違法な職務質問（例えば「カン」といった主観的な理由のみに基づき客観的な要件を欠く
職務質問）を実施した警察官個人はもちろん、特定の嫌疑を欠く場合であっても一定の
事由（例えば侵入盗の強調月間におけるただ紙袋を持っているだけという事由）があれ
ば職務質問をするよう奨励していた交番幹部の警察官は例えば警察署長に対して答責者
となる。
(67)警察官が犯罪を含む不正行為に及んだ際、警察署長や監察官が社会に対し組織的な謝罪
をする場合を想起されたい。また、警察官装着カメラの導入を求める社会的要求は我が
国では現状さほど強いものと思われないが、今後国民がその導入を強く要求する場合に
警察がやはり導入を拒むならば、予算面や公務執行面への不利益などといった具体的な
説明を組織的にしなければならないであろう。導入しないという不作為についてもまた
警察組織は法人的アカウンタビリティを負うのである。
(68) Mark H. Moore, Policing: Deregulating or Redefining Accountability?, in John J.
DiIulio, Jr., (ed.), Deregulating the Public Service: Can Government Be Improved
? (The Brookings Institution, 1994), at 201.
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最後に、アカウンタビリティの客体の観点からは、政治的アカウンタビリティ、
法的アカウンタビリティ、管理的アカウンタビリティ、ならびに専門的アカウンタ
ビリティが関わってくる。管理的アカウンタビリティとしてオンブズマンや行政
不服審査委員会などが外部的に、専門的アカウンタビリティとして監察官が内部的
に、警察活動の正当性を審査することになろう(69)。法的アカウンタビリティとし
て、警察は裁判所に対して自己の行為を答責しなければならず(70)、ときに国家賠
償や証拠排除といった司法的な制裁を加えられることになる。警察活動が事前に
定立された法規範に合致しているかどうか（公正性を確保できているかどうか）が
裁判所によって審査される。
とりわけ重要な意義を持つのは、政治的アカウンタビリティであろう。従来の刑
事手続においては、警察活動の是非は公判段階で審査されるべきであるという法的
アカウンタビリティを念頭に置いたもの（適法か違法かの事後的判断）であったと
言えよう。もちろん、裁判所の判断は判決や決定という形で公開され、広く国民に
知らされ、PA関係の「本人」たる国民が警察の公正性アカウンタビリティを判断
することになるので、法的アカウンタビリティが政治的アカウンタビリティを一
定程度補完することにはなろう(71)。しかし、水平的アカウンタビリティの観点か
ら、警察組織そのもの（法人的アカウンタビリティ）や警察官（個人的アカウンタ
ビリティ）が、被処分者となる市民に対し直接的なアカウンタビリティを負う重要
(69)我が国の警察活動に関する行政不服審査委員会については、例えば 1960年代から 70年
代前半にかけてアメリカ各地で見られた警察に係る「市民審査委員会（Civilian Review
Board）」（村山・前掲注 (2) 463頁参照）に再び着目し改善を試みる必要があるように思
われる。アカウンタビリティの文脈においても、強い自律性を有する公的機関の監視を
行う委員会が担いうる役割について、民主的有効性・憲法的有効性・学習的有効性の観
点から検討が加えられている（Bovens et al., supra note 11 at 235-237）。なお、警察
法 79条に基づく苦情申出制度の問題点・改善策については、小林良樹「都道府県公安委
員会に対する苦情申出制度について――『警察に対する国民の信頼の改善方策』の観点
からの一考察――」犯罪社会学研究 37号（2012年）119頁以下参照。
(70)実際の刑事公判では、原告たる検察官が警察活動の適法性を主張することになるが、警
察官はその証明に必要な範囲で証人として出廷し証言する義務を負う（答責者の義務の
直接的履行）。また、「被疑者／被告人対国家」という刑事手続の基本図式に基づき、警察
と同じ国家機関であり（基本的には）同じ企図を有する検察を「代弁者」としてそもそも
位置づけること（答責者の義務の間接的履行）も認めざるをえないであろう。
(71)この点において、マスメディアによる報道が、アカウンタビリティを補完・代替する点
で重要な役割を担う点は看過することができない（山本・前掲注 (9) 206頁以下参照）。
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性は高まっている。このことは、「民主的正統化」(72)を警察活動の規律にも適用す
べきという要求が高まっていることの証左とも言えるのではなかろうか。政治的
アカウンタビリティは「民主的正統化のプロセスを逆にたどるものであり、両者
は一体となって機能するもの」(73)なのである。そして、アカウンタビリティが統
制・規制と相互補完関係にあることも踏まえると、警察活動の規律に市民がより強
い形でコミットすることを承認するべきではなかろうか(74)。
しかし、政治的アカウンタビリティはPA関係を前提とするものであって、統治
権を有する「本人」たる国民と「代理人」たるその負託者の公務員の間に認められ
るものであるが、刑事手続においては、統治権を有しない市民もまた警察活動の対
象になりうることには注意しなければならない。なぜ、「本人」ではない市民もま
たアカウンタビリティの問責者に、統制・規制の主体になることができるのであろ
うか。その理由は、アカウンタビリティの観点から警察活動の撮影を市民に委ねる
べきかどうかを検討する文脈において明らかにしよう(75)。
法的アカウンタビリティが警察活動の規律にどれほど効果を有するのかについ
ては、すでに疑問の目も向けられていることも事実である。いわく、「司法審査は
民主的アカウンタビリティに取って代わるものではなく、またできるものでもな
（いだろう）」とし、警察活動を事後的な司法審査で規制することはもはや困難で
あって、立法府による事前の明確な規制、または市民の関与を認める透明性が確保
された手続で警察自身がルールを採用するといった方策が必要であると(76)。この
指摘は、警察活動を統制するためには従来の裁判所による司法審査では不十分であ
り(77)、市民が政治的プロセスまたはより直接的な関与をすることで、警察活動を
(72)民主的正統化とは、「行政機関や政治家は、民主的な統治構造を介して、国民・公衆一般
（the Public）に対する責任を負うことで、国民・公衆から見た行動の適正すなわち公共
性を獲得」するが、「このような意味での公共性を正統性と呼び、正統性伝達の過程を正
統化と呼んで、国民・公衆を出発点として行政組織の末端にまで至る正統化のメカニズ
ム」を言う（興津・前掲注 (12) 76頁）。
(73)興津・前掲注 (12) 76頁。
(74) See, Albert J. Reiss, Jr., The Police and the Public (Yale University Press, 1971), at
185.
(75)Ⅳ・1参照。
(76) Barry Friedman & Maria Ponomarenko, Democratic Policing, 90 N. Y. U. L. Rev.
1827 (2015), at 1875-1877.
(77)無論、例えば逮捕令状や捜索差押え許可状などの強制処分に関しては、まずもって事前
的な司法審査が必要的とされる令状主義（憲法 33条・35条）が妥当する。しかし、警邏
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律するという警察の民主的統制の重要性を説くものであって、傾聴に値するように
思われる(78)。
では、とくに職務質問といった警邏警察活動の場面を念頭に、水平的かつ直接的
に市民に対して警察が負うアカウンタビリティを達成するためには、どのような方
法が採られるべきであろうか。その解答は多岐にわたることが容易に予想される
が、本稿では、アカウンタビリティの観点から――厳密には透明性の観点から――
すでに欧米で導入されている警察官装着カメラを取り上げることとしたい。章を
改め、その有用性とその問題点をまず明らかにしよう。
Ⅲ．警察官装着カメラの限界
1．警察官装着カメラの有用性
2014年にアメリカのMissouri州Fergusonで起きた警察官による黒人青年射
殺事件を発端とする警察活動への（とりわけマイノリティ・グループに属する）市
民の不満の爆発は、我が国でも報道され、大きな関心の的となった。とくにこの事
件では、青年に対する発砲の経緯について、警察官が青年の攻撃から身を守るため
の正当防衛であったと主張し、実際に青年が武器を手にしていたか否かが争われ
た。青年は警察官に対して、両手を上げ、丸腰であると言っていたという目撃証
言もあったが、最終的には、州の大陪審は射殺した警察官を不起訴とする決定を
下し、これに対する市民の抗議デモが暴動に発展するに至った(79)。そのような中
で、警察活動の経緯を録画することの重要性が強く意識されることとなった。
仮に、このような射殺事件が、銃の使用を厳しく制限する我が国において必ずし
も起こりえないとしても、警察官による職務執行が問題となりうる場面は容易に想
警察活動として代表的な職務質問は任意処分であるため令状主義の規制は及ばず、その
適法性判断はつねに事後的なものにとどまるのである。
(78)八百章嘉「戦略的上訴論の背景にあるもの――刑事司法の「事実上の不平等性」を辿る
片旅籠――」富大経済論集 63巻 2号（2017年）25頁、54頁参照。
(79) Rachel Clarke & Christopher Lett, What Happened When Michael Brown Met Officer
Darren Wilson, CNN (Nov. 11, 2014), http://edition.cnn.com/interactive/2014/08/us/
ferguson-brown-timeline/ (2017/5/19 Last Visit).
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定される。そのひとつが、警察官と市民のエンカウンターとしては珍しいものでは
ない職務質問とそれに伴う所持品検査である。実際に、2001年の国家賠償等請求
訴訟において、職務質問の根拠としての警職法 2条 1項に言う異常な挙動として、
被質問者が警察官の姿を認めて目を逸らしたことが被告側によって主張されてい
たのに対し、原告（被質問者）は、当時傘をさしていたため目線は確認できなかっ
たはずであると反論して、当該職務質問の適法性を争った。東京地裁は、職務質問
当時の当該地域の降水量等の記録に依拠して判断をする必要に迫られ、原告の主張
を受け入れた上で被告たる東京都に対し慰謝料 5万円の支払いを命じたが、控訴審
の東京高裁は第一審の判断を覆し、原告は傘をさしていなかったと認定した(80)。
このような場合でも、映像記録は大変有用な証拠となりうる。
しかし、このような映像記録を被処分者の単なる自発的行動に完全に委ねること
は容易ではないであろう。そこで、警察が、説明と討論と懲罰という自らが負うア
カウンタビリティを果たすための方法としては、まずは、答責者たる警察官が自身
の職務執行を録画するという警察官装着カメラの実施が考えられる(81)。
アメリカでは、当時のObama大統領が上記Fergusonでの事件後に、警察官に
装着させる小型カメラの購入費用として大規模な予算を投入することを検討し、試
験運用を経て本格的な運用に乗り出すとした(82)。これが進んだ背景には、上記の
ような市民による警察への不信感を高めた事件の存在による警察活動の透明性確
保の要求があったといえる。装着カメラによる録画が一定の好ましい結果をもた
らしたという調査報告の存在もあり(83)、現在に至るまで警察官装着カメラを歓迎
(80)第一審では、再現写真撮影の際に警察官の指示によって原告が傘をさした姿が撮影され
たという経緯と一致したことを理由に、原告の主張が採用されることとなった（東京地
方裁判所平成 25年 5月 28日判決・LEX/DB25512974）。対して、控訴審ではこの点が
否定されたわけである（東京高裁平成 26年 6月 12日判決・LEX/DB25504214）。
(81)透明性の観点から警察官装着カメラの意義を評価するものとして、三島聡「録音・録画
技術と警察活動の透明化――警察官装着カメラをめぐって――」井田良ほか編『浅田和
茂先生古稀祝賀論文集〔下巻〕』（成文堂、2016年）159頁以下がある。
(82) See, e.g., Obama Asks Congress to Fund 50,000 Police Body Cameras, BBC (Dec.1,
2014), http://www.bbc.com/news/world-us-canada-30281735 (2017/5/19 Last Visit).
(83) Barak Ariel, Alex Sutherland, Darren Henstock, Josh Young, Paul Drover, Jayne
Skyes, Simon Megicks & Ryan Henderson, “Contagious Accountability”: A Global
Multisite Randomized Controlled Trial on the Effect of Police Body-Worn Cameras
on Citizens’ Complaints Against the Police, 44 Crim. Just & Behav. 293 (2017).
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する一因となっている。
その報告によれば、警察官装着カメラの実施によって、警察官に対する市民から
の申立件数が劇的に低下したという結果がもたらされたという(84)。この理由とし
て、警察と市民の両方が、録画をされているという事実に影響されることが指摘さ
れている。すなわち、警察の側としては、録画記録が後に吟味されて第一線にいる
警察官の活動が透明化されることによって、警察官個人のアカウンタビリティが強
調されるため、警察官個人はもちろんのこと、彼らの不適切な活動を減少させる
べくガイドライン等に従った取組みが警察組織全体として追求されることとなる。
それによって、その場のみではない長期的な効果として、警察官の適切な職務執行
に繋がり申立件数は減少することとなるという。それだけではなく、装着カメラの
映像が、警察官の不適切な行為のみでなく被処分者の同様の行為も映す証拠となる
以上は、ある出来事における警察官の説明と被処分者の説明との均衡を創り出すと
いうことにもなりうる。それによって、虚偽の類による申立ては抑制され、全体と
して申立件数の減少に繋がるという(85)。いずれにしても、警察官の振る舞いは、
装着カメラによって影響を受けるということである(86)。
しかし、このような装着カメラに関する好ましい影響が報告されているとはい
え、その申立てがどのような内容かについての詳細な調査は次の課題とされてお
り(87)、装着カメラの有用性を即断することはできない。
ただし、申立て件数の減少という結果からは、警察官または市民が録画されてい
ることを自覚して冷静な振る舞いをするよう努めるようになったことで、市民から
(84) Ariel et al., supra note 83 at 302-303.
(85) Id., at 304-305.
(86)装着カメラによる録画が申立てにどのように影響するのかについては、議論があるとい
う。すなわち、装着する警察官自身がそれを意識していることによる影響と、撮影につい
て告知（warning）された被処分者への影響のいずれかと言う問題である。第一に考え
られるのは、装着カメラと口頭での告知があることによって被処分者が冷静に振る舞う
と、警察官が攻撃的な反応をすることもなくなり、結果として申立てに至るようなケー
スは減るし、第二には、装着カメラと口頭での告知があることで、警察官が被処分者に対
して冷静に振る舞い、結果として申立てに至るようなケースが減ることが、第三には、警
察官と市民が同時に録画に影響されている場合には、装着カメラと口頭での告知がある
ことで、両者ともに冷静な振る舞いをし、結果として申立てに至るようなケースが減る
ことも考えられるという（id., at 306-307）。
(87) Id., at 309.
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不信感をもたれるような警察活動の抑止へと繋がったことを推測しうる点で、一定
の統制機能を果たしていると評価することができるであろう。
〈階層的アカウンタビリティ＝組織的アカウンタビリティ〉という関係のもとで
は、第一線の警察官が上級警察官へ、またその上級警察官が警察署長等に対して
「自己の行為を説明し、正当化する義務」を負うので、垂直的関係のもとで、公正
性および業務遂行性のアカウンタビリティを達成するために、この警察官装着カ
メラの有用性が認められる。〈個人的アカウンタビリティ＝専門的アカウンタビリ
ティ〉の関係では、警察官個人が警察組織から処罰を下されるという結果に繋がる
こともありえる。これらは、いわば警察組織内部でのアカウンタビリティにおい
て、警察官装着カメラが有効に機能しうるという例である。
そしてまた、〈法人的アカウンタビリティ／個人的アカウンタビリティ＝政治的
アカウンタビリティ／法的アカウンタビリティ／管理的アカウンタビリティ〉との
関係では、警察官装着カメラによる映像が、情報や証拠その他の資料として提供さ
れることによって、有効に機能するといえよう。ただし、この場合、警察官または
警察組織が外部に向かってアカウンタビリティを果たすためには、映像記録が適切
に収集・公開され、かつそれに対する広いアクセスが求められることとなる。した
がって、これらのアカウンタビリティの達成は、警察官装着カメラの運用に大きく
依拠するものである。そこで、現在の運用について触れ、その問題点を指摘したい。
2．問題点
仮に警察のアカウンタビリティを果たすために装着カメラの有用性が一定程度
認められるとしても、この小型カメラは、装着している警察官自身でスイッチを切
り替えることが可能で、警察官の職務執行の全てが録画されていることを約束する
ものではない(88)。市民との接触に関する録画の開始と終了を警察官個人の裁量に
委ねることは、警察官にとって不利益な場面を録画しないという恣意的な運用も可
能にさせ、その後の訴訟等の討論の場に事実認定を誤らしうる有害な証拠をもたら
すおそれを含んでいる。そのことは、アカウンタビリティにおける説明付与行為と
(88)ただし、手動ではなく自動で録画が開始されるタイプも開発が進んでいる。2017年 8月 22
付記事日刊工業新聞「パナソニック、北米警官用カメラ刷新」https://www.nikkan.co.jp/
articles/view/00440107（最終閲覧 2018年 5月 18日）。
348
明治大学　法律論叢 91巻 1号：責了 book.tex page349 2018/10/17 09:23
アカウンタビリティを通じた警察活動規律の可能性（八百＝守田）
して不十分なものであるといえる(89)。警察による「記録」が事の全てを表すもの
ではないという懐疑的な目は以前より指摘されており、その対処方法として、警察
活動の対象となった市民が、それに関する記録の記述が適切なものである旨署名し
て必要なコメントを付すことのできるような書式のものに変更することが提案さ
れていることからも(90)、事柄の一部のみを警察官自身が切り取るという方法には
十分な信頼性が確保できず、その行動を説明し正当化するための根拠としては不十
分であると考えられる。
したがって、警察官装着カメラを利用して十分な説明付与を行うには、職務中の
始終を録画することが求められるが、その場合に検討すべき課題として、第一に、
市民のプライバシーとの衝突がある。カメラは、警察官の眼鏡の耳かけの上部や胸
元等、警察官自身の身体に装着されるため、録画されるのはそのほとんどにおい
て、職務執行の対象者たる市民の姿である。更なる技術開発によって画像はより鮮
明になり、個人や場所に関する情報の特定がさらに容易になることも予想できる。
公道での職務質問だけではなく、通報のほか何らかの理由で警察が個人宅に訪れた
場合には、個人宅の内部までもが録画される可能性も否定できない。警察官装着カ
メラは、警察官が目にするほとんど全てのものを録画することになるのである。し
かし、単に警察官の視界に入ることと、録画され記録として蓄積されてさらに公開
されることは全く異なる。例えば、わが国の憲法 35条は住居等の不可侵を保障し
ているが、GPS捜査に関する最高裁判決が示したようにプライバシーもその保障
の射程内にあると解すれば(91)、警察官がその職務上であるからこそ接することの
できた住居等の内部をありありと映し出す映像の録画と公開は、アカウンタビリ
ティと個人のプライバシーとの間で衝突を生む。アカウンタビリティを果たすに
あたっては、このような映像を提供して公的なアクセスを可能にしなければならな
い一方で、市民による映像の開示要求が犯罪目的であった場合あるいは映像が開示
されたことによって犯罪を企む者が現れる場合といったような本来の目的にそぐ
(89)前掲注 (17)およびその本文参照。
(90) Bland, N., Miller, J. & Quinton, P., Upping the Pace? An Evaluation of the
Recommendations of the Stephen Lawrence Inquiry on Stops and Searches, Police
Research Series Paper 128 (2000), London: Home Office, at 88-90.
(91)最高裁平成 29年 3月 15日大法廷判決刑集 71巻 3号 279頁。なお、本判決について、と
くに排除法則との関係で扱ったものとして、守田智保子「GPS捜査によって得られた証
拠の証拠能力」筑波法政 73号（2018年）21頁以下参照。
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わない形で利用されるおそれも忘れてはならない(92)。
警察官装着カメラによって職務中の全てを録画すると、不特定多数の市民が映り
込むことも考えられる。このような人々は自分の姿が録画されていることを認識
していない可能性が高く、承諾を得ないこのような録画が個人の権利や利益を侵害
するおそれもある。例えば我が国では、承諾を得ない撮影がプライバシーや肖像権
との関係で議論となっている(93)。ただし、この点については、「通常、人が他人
から容ぼう等を観察されること自体は受忍せざるを得ない場所」(94)にあたる場所
（例えば、公道などの通常の生活において人目につく場所）での撮影は認められる
のが一般的な理解といえる(95)。
その一方で、警察官装着カメラでの職務中の全ての録画を要求すると、被害者を
はじめ「情報提供者や、覆面捜査官、または犯罪捜査における重要な目撃者のよう
な、そのアイデンティティが極めてセンシティブな人々」をも録画の対象とするこ
とになり、これらの人々については、公道に偶然に居合わせた第三者とは異なり、
私的な空間のように十分な保護が与えられなければならない(96)。その理由は、被
害者に関する情報の公開は、司法にとって有用とは決して言えない二次被害に彼ら
を曝すおそれがあるため、被害者のプライバシーは最も保護すべき対象と考えられ
るからである。それだけではなく、目撃者等が報復を恐れて情報を提供しなくなる
ことや、情報提供者または覆面捜査官が身元を特定されることを恐れて情報提供に
躊躇すると、警察活動にマイナスとなるからである(97)。
警察官は、警邏活動のなかで自然に市民と接触して信頼関係を構築しつつ、治安
維持の効果をもたらしているが、録画に警察官の裁量を一切認めないというのは、
(92) Brian Liebman, The Watchman Blinded: Does the North Carolina Public Records
Law Frustrate the Purpose of Police Body Cameras?, 94 N. C. L. Rev. 344 (2015),
at 360.
(93)最高裁は、「その承諾なしに、みだりにその容ぼう・姿態（以下「容ぼう等」という）を
撮影されない自由を有するものというべきであ（り）」、「警察官が、正当な理由もないの
に、個人の容ぼう等を撮影することは、憲法 13条の趣旨に反し、許されない」と述べて
いる（最高裁昭和 44年 12月 24日大法廷判決刑集 23巻 12号 1625頁）。
(94)最高裁平成 20年 4月 15日第二小法廷決定刑集 62巻 5号 1398頁。
(95)なお、アメリカ連邦最高裁によるプライバシーの合理的な期待の放棄の議論は Katz事件
判決（Kazt v. U.S., 389 U.S. 347 (1967)）を参照。
(96) Liebman, supra note 92 at 360-361.
(97) Liebman, supra note 92 at 361-362.
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この点からも妥当とは言い難い(98)。すなわち警察と市民との信頼関係構築の点
は、とくに両者が対抗関係にはないことを強調するアカウンタビリティの議論では
軽視することができない。
さらに、この小型カメラを装着する警察官の側にとっても、彼らの行動が全て録
画されることによるプライバシーや職務上のセキュリティ面のリスクが存在する
し(99)、警察官の精神面にもたらす負担も考慮すべきであろう。警察による恣意的
な運用を防止するために、職務中の全てを録画させることに加えて、警察官の特定
の行為が問題となった場合には録画を怠ったことを不利益に考慮することを含む
責任を当該警察官に負わせるという手立ても考えられているが(100)、これは、警
察官が職務の執行を躊躇する原因にもなりかねない点で問題がある。
たしかに、アカウンタビリティの観点からは、警察官がその職務の始終を録画す
ることで情報付与が十分に行われることは部分的に歓迎されるが、そのことによっ
て市民の重要な権利、本来警察に求められている職務ならびに地域社会の安全を犠
牲にすべきとはいえない。警察に課されるアカウンタビリティは、単にその活動の
透明性確保のみを求めているのではなく、市民から託された警察権に基づく適切な
職務遂行もまた要求している。以上のように、警察官装着カメラは、警察活動の一
部を警察官の裁量によって録画する場合には恣意的な運用がありうる点で十分な
説明付与をすることさえ不可能である。その批判を避けるためにその全部を録画
したとしても、市民と警察官両方にとってのプライバシーといった法的問題や警察
官自身の負担、さらに市民と警察にある種の対抗関係を強調することや警察の適切
な職務執行を阻害する点で、その有用性には限界があると言わざるをえない。
このほか、現在の警察官装着カメラの運用には、警察と市民との対抗関係を強調
(98) Karson Kampfe, Note: Police-Worn Body Cameras: Balancing Privacy and
Accountability Through State and Police Department Action, 76 Ohio St. L.J. 1153
(2015), at 1176-1177; Miller, Lindsay, Jessica Toliver, & Police Executive Research
Forum.2014., Implementing a Body-Worn Camera Program: Recommendations
and Lessons Learned (2014), Washington, DC; Office of Community Oriented
Policing Services, at 12.
(99) Liebman, supra note 92 at 361-362.
(100) Jay Stanley, ACLU, Police Body mounted Cameras: With Right Policies in Place,
A Win For All (ver.1, Oct. 2013), https://www.aclu.org/files/assets/police body-
mounted cameras.pdf (2017/5/19 Last visit). See also, Kampfe, supra note 98
at 1176.
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するような向きがある。録画された映像には警察のみが直接的に、しかもスマー
ト・フォン・アプリで簡単にアクセスすることができ、またその映像の公開は警察
によって管理されており、その情報を必要とする市民らへの公開は極めて制限され
ているが、このような運用は、市民を訴追することに目を向けたものであることが
指摘されている(101)。これでは、「警察の、警察による、警察のための撮影」であ
るという批判を免れないであろう。その意味では、極めて内部的に、少なくとも
〈階層的アカウンタビリティ＝組織的アカウンタビリティ〉には資するものと推測
されるに過ぎない。したがって、市民に対して警察が負うアカウンタビリティを果
たすためには、録画映像の管理を警察に任せるだけでは不十分である。警察官の活
動に関する情報を公開し、その活動が不適切であった場合には制裁を加えて、警察
組織全体として改善に取り組むよう促すことによって、将来に向かって警察の不適
切な活動を統制することを目的とした、中立な立場の者が構成する独立した第三者
機関を創設し、これに映像の管理と公開を委ねるという方法の提案は(102)、市民
に対して警察が負うアカウンタビリティの確保にとって 1つの方法かもしれない。
しかしながら、膨大な量の映像の管理、公開の可否の手続と判断、さらにそれら
の映像を分析し警察組織全体の改善的取組に役立つように働きかけるというあま
りにも多くの仕事が期待されるため、各地方行政や警察の管轄ごとでの創設が必要
となるであろう。組織を新たに創設するコストの問題から、現時点での実現は極め
て困難ではないかと思われる(103)。
Ⅳ．市民撮影型によるアカウンタビリティの確保
1．多元的規制主義からのアプローチ
現在、我々の生活にはスマート・フォンやタブレット等の録音録画機能が備わっ
たデバイスが広く普及しており、これらを利用した録画が容易に行いうる環境にあ
(101) Laurent Sacharoff & Sarah Lustbader, Who Should Own Police Body Camera
Videos?, 95 Wash. U. L. Rev. 269 (2017), at 292-293.
(102) Id., at 294-297.
(103) Id., at 297.
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る。このような時代において、警察官装着カメラに内在する問題を解決する可能性
を持つ方法として考えられるのが、市民による警察活動の撮影である。
市民撮影には、警察官装着カメラにはない一定の利点が認められると言われ
る(104)。すなわち、撮影の視点が、被処分者である市民の側から映したものであ
ることによって、当該処分がいかに強制的な態様であったか等を、被処分者の立場
から判断できる(105)。また、市民が撮影することで、撮影の開始や終了時点に警
察官の恣意やミスが発生することはない。そして、映像記録のゲートキーパーが警
察組織から外部へと移ることとなり、映像記録の公開の有無が警察組織の判断に任
されることがなくなるというものである。これらの点は、たしかに警察官装着カメ
ラのデメリットに対して、市民撮影の有効性を強調するものではあるが、警察が負
うアカウンタビリティの達成にとって市民撮影型がいかに資するものであるのか
という疑問には答えていない。
この点、警察官装着カメラの実務上の問題を解決するために市民撮影型を要求す
る立場とは異なり、アカウンタビリティと統制の観点から、市民撮影型の妥当性を
追求する見解がある。すなわち、アカウンタビリティが統制の機能を部分的に担い
うることを前提とし、規制論における「錨に支えられた多元主義」、およびアカウ
ンタビリティの「相互依存型モデル」を援用することで、警察活動の統制を国家の
みならず、また国民ではない市民も包含する被処分者にまで分散させる必要性を説
くものである(106)。
まず「錨に支えられた多元主義（anchored pluralism）」とは、「国家は治安に
係る規定を集合的に担う錨であり続けるべき一方で、同時に可能な限り多元的でな
ければならない」とし、その多元性を外部的に保証するためには、「文化的で規制
的なものを産出する存在を、国家の上位／下位にまたは国家を超越する位置に適切
に配置することを認めるべき」(107)と主張する見解をいう。この下では、国家は必
(104) Jocelyn Simmonson, Beyond Body Cameras: Defending a Robust Right to Record
the Police, 104 Geo. L. J. 1559 (2016), at 1566-1569.
(105) これは被疑者取調べの録画における撮影アングルの問題と同じディメンションに位置す
るものである。取調べを録画するにあたって撮影アングルがもたらすバイアスの危険性
については、指宿信『被疑者取調べの録画制度の最前線――可視化をめぐる法と諸科学
――』（法律文化社、2016年）290頁以下参照。
(106) Young, supra note 50 at 36-37.
(107) Ian Loader & Neil Walker, Civilizing Security (Cambridge University Press,
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要に応じて法的権限やその他のリソースを国家以外のアクターに用意し、規制にお
ける多元性を確保することが求められる。例えば、国家は刑事弁護人に接見交通権
を付与することで、弁護人は自らの意志で身柄拘束下にある被疑者の下に赴き、警
察に対し身柄拘束の理由を問うことが可能になる。この場合、法的権限を創出する
点で国家が中心的な役割を担っている一方で、弁護人自身が警察権行使に対する規
制者（regulator）の役割を果たし、同時に警察に対しそのアカウンタビリティの
履行を要求することになろう。国家が公共の秩序維持において「錨」として機能す
ると同時に、自己に対する規制の在り方を多元的に承認し、アカウンタビリティの
確保に努めるわけである。
そして、アカウンタビリティ論における「相互依存型モデル（interdependence
model）」とは、「行為の前提条件として、本人たる行為者それぞれが自己の行為の
一部であれ同じ空間にいる他者に対し絶えず説明しなければならないと感じると
いった正統性を授けるための、（公式／非公式の）権威、情報、専門性および能力
というキー概念が分散されているために、相互依存関係にある行為者は自己の行為
をなすにあたっては互いに依存している」(108)状態を措定することで、アカウンタ
ビリティ概念を拡張する試みである。すなわち、伝統的な垂直的アカウンタビリ
ティのみでは不十分であり、水平的アカウンタビリティの重要性を認めるものであ
る。相互依存性が認められる限りは、PA関係にない者に対してでもアカウンタビ
リティを果たすよう要求することになり、統制との関係で言えば、いわば水平的な
統制の必要性を説くものと位置づけられよう。警察権が執行される場面において、
警察活動の対象はつねにPA関係にある国民とは限らず、広く市民一般もその対象
となりうることになる。
以上の基礎理論を土台に、警察活動の多元的かつ相互依存的な統制を求めること
になるが、例えば身柄拘束中の被疑者に弁護人が接見する場合と異なり、警邏警察
活動における職務質問の場合、被処分者（被質問者）のすぐ横に弁護人がいること
は通常ありえないであろうし、職務質問の被処分者が市民である場合に、PA関係
にないことを理由に警察がアカウンタビリティから免れるとするのは不合理であ
ろう。そのため、職務質問という「同じ空間」において相互依存的な関係にある市
2007), at 193.
(108) Scott, supra note 48 at 50.
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民は、統制の面においてもまた主体的な（規制者としての）立場に置かれなければ
ならないのである。そして、市民たる被処分者が統制者として機能するためには、
警察官と被処分者の間に存在する「パワー・バランスの見直しまたはリソースの転
換が図られる必要」(109)があり、その手段として想定できるのが市民による警察活
動の撮影なのである。
Ⅱ章で明らかにした通り、警察と国民はPA関係にあることから、警察は政治的
アカウンタビリティを負い、国民に対して自己の公正性を主張しなければならな
い。同時に、主権を有しない者であっても警察活動に相互依存的にコミットさせら
れる以上は、水平的関係から警察に対してアカウンタビリティを要求することを認
めなければならない。そして、アカウンタビリティの民主的有効性ならびに憲法的
有効性の観点からも警察の民主的統制を図る必要があり、被処分者である国民・市
民が自ら規制者として警察活動の統制にコミットすることの意義は大きいものと
思われる。
したがって、警察官装着カメラによって警察活動の透明化は達成されたとしても
それのみでは不十分であって、アカウンタビリティを確保するためには市民による
撮影行為を介した警察活動の統制を認めることが妥当であろう(110)。
また、〈階層的アカウンタビリティ＝専門的アカウンタビリティ〉においても市
民撮影型の有用性が認められよう。すなわち、市民が職務質問の全過程を撮影する
ことで、警察官の恣意的なカメラのオン／オフ問題につきまとわれることなく、上
級警察官や監察官は指揮監督下にある警察官に説明を求めることが可能となり、結
果、警邏警察活動における業務遂行性も改善されることになろう。
さらに、市民撮影の実際上の利点としては、市民の手元にあるデバイスで行うこ
とができるという手軽さがあり、警察官装着カメラのような費用を投じる必要がな
いという点で経済的な方法であることも挙げられる(111)。
(109) Young, supra note 50 at 38. See also, Scott, supra note 48 at 52.
(110) 市民が撮影することによって警察は被処分者に丁寧な説明を果たすであろうことが期
待されるし、もしその説明・正当化が失敗に終われば、例えば撮影者が SNSに動画を
アップする／報道機関に提供するといった制裁を警察組織そのものまたは警察官個人に
加えることができよう。そして、このような制裁が加えられることによって、将来に向
けた形で警察の行動は修正（統制）されることになろう。
(111) Seth F. Kreimer, Pervasive Image Capture and the First Amendment: Memory,
Discourse, and the Right to Record, 159 U. Pa. L. Rev. 335 (2011), at 386; Geoffrey
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市民が撮影することによって、警察官の日々の活動により多くの目が向けられ
ることに繋がる効果とその波及的効果も指摘されている(112)。すなわち、各種メ
ディアはこれまでも警察活動に関する情報を社会に広く与えてきたが、それらは話
題性に富んだ刺激的な話題に注目しがちで、市民からの信頼を徐々に失うような
日々の活動については、あまり目を向けることはない。日常的な警察活動である職
務質問の場面を市民が撮影し、「良い」警察活動も「悪い」警察活動と同じく人々
の目に触れることとなれば、好ましい警察活動を定義づける効果も持ち、そのよう
な警察活動を行う警察官に対して報償を与えることにも資することになろう。こ
のような「良い」警察活動が広まることは、結果として警察活動の対象となった市
民により良い説明が与えられることを意味する。そればかりでなく、とりわけ日頃
から適切な職務執行に尽力する警察官からの市民撮影への支持も得られることに
なり、警察と市民の信頼関係を構築することにも繋がりうるのである。
警察と市民が処分者と被処分者といった対抗的関係がつねに内在する警察活動
においては、互いが多面的かつ相互依存的に警察活動に関与するという方向性は、
将来的にもより良い実務が形成される可能性を含むものと言えるであろう。
2．市民撮影型の法的根拠
それでは、市民が警察活動を撮影するほうがアカウンタビリティの観点から好ま
しいとしても、その法的根拠はどこに求められるのであろうか。
この点、とくにアメリカにおいては、修正 1条の保障する請願権や(113)、出版
の自由に基づき(114)、市民撮影を根拠づけてきた。前者は、問題となっている事
柄に関する情報にアクセスすることが可能になって初めて市民の不満を解消する
J. Derrick, Qualified Immunity and the First Amendment Right to Record Police,
22 B.U. Pub. Int. L. J. 243 (2013), at 259. しかし、一般に職務質問の対象によく位
置づけられる類型（いわゆる usual suspect）が仮に撮影機能付きのデバイスを持ちえ
ない身分であるならば、市民撮影型を徹底するためには国家が彼らにデバイスを提供
しなければならないとの主張に行き着くであろう（see, Young, supra note 50 at 41）。
さて、全警邏警察官にカメラを支給する場合と彼らに撮影デバイスを支給する場合とで
は、いずれのほうが割高となるであろうか。
(112) Young, supra note 50 at39.
(113) See, Gilk v. Cunniffe, 655 F. 3d. 78 (1st Cir. 2011), at 82.
(114) See, American Civil Liberties Union of Illinois v. Alvarez, 679 F. 3d 583 (7th Cir.
2012), at 595.
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ための民主主義的な議論ができることを理由として、市民による撮影を認めるもの
である。警察のアカウンタビリティとの関係でも、市民がこれらの情報に接するこ
とが要求される(115)。後者は、公衆の関心ある事柄に関する情報が明らかにされ、
普及され、人々に受け取られること(116)、さらにそれを超えて、市民が情報を収
集することも、修正 1条の保障の範疇にあるという解釈を根拠として(117)、その
手段たる市民撮影を認めるものである(118)。このことに加えて、修正 1条が保障
する言論の自由を市民撮影の根拠として次のような説明がされている(119)。すな
わち、そこで保障されるのは、純粋な言論のみではなく行為も含まれるとする理解
があるが(120)、これを根拠として、撮影も同じく認められるというのである。「例
えば、携帯電話のカメラを掲げて公共の場所で警察官を撮影するという行為は、市
民が警察を監視しなければならないのだという考えを表現」しており、ある考えを
伝えることを意図してなす行為は修正 1条によって保護されると(121)。
アメリカでは実際に、警察官の同意を得ずにその職務執行場面を録音したという
行為に対して、令状なく承諾のない盗聴を禁止している Illinois州の盗聴法を適用
するかが争われたAlvarez事件判決においては、撮影行為は修正 1条で保障され
た表現行為であると認められることから、当該行為には適用されるべきではないと
されている(122)。
さらに、修正 1条の保障については、連邦最高裁によるNear事件判決(123)を
リーディング・ケースとして、原則として表現が受取り手に伝わる前に排除される
ことが認められておらず、以来いわゆる事前抑制が禁じられてきたが(124)、市民
撮影を禁止することもこの事前抑制に該当すると解し、警察官が、撮影を理由とし
て市民を逮捕することや市民から撮影用のデバイスを取り上げる行為は許されな
(115) Derrick, supra note 111 at 260.
(116) Red Lion Broad. Co. v. FCC, 395 U.S. 367 (1969), at 390.
(117) First National Bank v. Bellotti, 435 U.S. 765 (1978), at 783.
(118) Derrick, supra note 111 at 261-262.
(119) Id., at 264-267.
(120) See, e.g., U.S. v. O’Brien, 391 U.S. 367 (1968), at 376.
(121) Derrick, supra note 111 at 265. (quoting O’Brien, 391 U.S., at 376.)
(122) Alvarez, 679 F. 3d., at 608.
(123) Near v. Minnesota, 283 U.S. 697 (1931).
(124) See, e.g., New York Times v. U.S., 403 U.S. 713 (1971).
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いとする見解がある(125)。
この議論を我が国にあてはめると、市民撮影は表現の自由を定める憲法 21条に
その根拠を求めることになろう。この表現の自由にいう表現は、憲法 21条が「一
切の表現」としているところから、口頭や文章のみならず、「芸術上の表現活動」
のほか、「いわゆる『象徴的表現』も包含すると解され」、徴兵カードを燃やすと
いう行為を表現の自由に含ませるといったアメリカ連邦最高裁の立場とも重なり
あう理解がされている(126)。そしてまた、人の精神活動にかかわる一切の情報を
表現する自由は、情報収集活動を前提として成り立つため、情報収集権が認めら
れ(127)、市民による撮影もこの権利に基づいて認められる行為であると解するこ
とが可能であろう(128)。
いわゆる「北方ジャーナル」事件は、以下のように述べ、民主制において、人々
が自身の意見を述べることの重要性を説いている。いわく、「主権が国民に属する
民主制国家は、その構成員である国民がおよそ一切の主義主張等を表明するととも
にこれらの情報を相互に受領することができ、その中から自由な意思をもつて自己
が正当と信ずるものを採用することにより多数意見が形成され、かかる過程を通じ
て国政が決定されることをその存立の基礎としているのであるから、表現の自由、
とりわけ、公共的事項に関する表現の自由は、とくに重要な憲法上の権利として尊
重されなければならないものであり、憲法 21条 1項の規定は、その核心において
かかる趣旨を含むものと解される」と(129)。ここで述べられたような表現の自由
(125) Derrick, supra note 111 at 266-268.
(126) 佐藤幸治『日本国憲法論』（成文堂、2011年）248-249頁。
(127) 佐藤・前掲 249頁。
(128) 「収集権は、①収集活動が公権力によって妨げられないという自由権的側面と、②公権
力に対して情報の開示を請求しうるという請求権的側面とを有する」と考えられている
（佐藤・前掲 251頁）。市民撮影はこのうち、①にあたると考えられる。②の権利構成
は、例えば警察官装着カメラの映像の開示を求める場合の根拠となりうるであろう。こ
の開示請求権（知る権利）を具体的請求権とするために、平成 11年にいわゆる情報公
開法が制定された。ただし、情報公開には厳しい要件が課されており、現時点で、市民
が警察活動に関する記録にアクセスすることは容易ではない（三島・前掲注 (81) 184
頁参照）。この点からも、我が国における警察官装着カメラの実施は、アカウンタビリ
ティ達成には有効ではないと考えられる。
(129) 最高裁昭和 61年 6月 11日大法廷判決民集 40巻 4号 872頁。また、憲法 21条 1項に
よる表現の自由には、自己統治の価値（社会的・公共的価値）が個人的な価値に加えて
認められるが、この自己統治の価値とは、民主的政治過程を機能させるための政治的価
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の趣旨からは、市民撮影によって、市民が警察活動に対する意見を表明することも
妨げられないであろう。
しかしながら、このように市民撮影が認められうるとしても、その範囲は無制限
ではない。市民撮影が修正 1条に基づくとするアメリカにおいても、この保障が及
ばない範囲、すなわち市民撮影が制限される範囲が問題とされている。
アメリカにおいては、修正 4条に関する議論をもとに、プライバシーとの関係で
その範囲を定める考えがある(130)。連邦最高裁は、公衆電話ボックスで行われた
会話を盗聴することが修正 4条の侵害にあたるかが争われたKatz事件判決におい
て、プライバシーの合理的な期待という概念を判断基準として用い(131)、その後
も修正 4条の侵害を理由として証拠排除が争われたケースにおいては、そこで利用
された捜査手法が被処分者のプライバシーの合理的な期待を侵害していたか否か
が検討されている。プライバシーの合理的な期待は、プライバシー侵害の有無につ
いての判断基準であるから、捜査官による行為の適法性判断のみならず、市民によ
る行為が他者のプライバシーを侵害するか否かという文脈においても用いられる
ことを否定すべきではないと主張されている。したがって、市民撮影がいかに憲法
上保障された行為であるとしても、警察官がプライバシーの合理的な期待を有する
場合の撮影は許されないものと言わなければならず、他方で、少なくともパブリッ
ク・スペースでの職務執行の市民撮影は許容されるということになろう(132)。
すでに触れたとおり、我が国においては、いわゆる肖像権の保障の下、みだりに
値を超えて、「様々な領域での社会的決定への自由な参加を可能にして、その決定を豊
かにする価値を意味する、非常に射程の広い概念」であることから、「政治的表現のみ
ならず、あらゆる表現行為に、自己統治の価値が認められると解すべき」ということが
指摘されている。ここから、「外国人の表現行為にも個人的・社会的・公共的価値が認
められるので、表現の自由は権利の性質上、外国人にも保障されることになる」といわ
れる（木村草太『憲法の急所――権利論を組み立てる――〔第 2版〕』（羽鳥書店、2017
年）177-179頁）。したがって、国民ではない市民であったとしても、警察活動の撮影
権は認められると言えよう。
(130) Derrick, supra note 111 at 270-272.
(131) Katz, 389 U.S. at 351.
(132) とはいえ、いかなる方法や場合であっても認められるのではない。「市民による撮影自
体が、警察官の職務執行を妨害するまたは妨害しそうである」場合には、修正 1条の
保障は制限されるべきであろうと考えられる（Gericke v. Begin, 753 F. 3d 1 (1st Cir.
2014), at 8.）。また、日本における公務執行妨害罪を構成するような方法でなされる撮
影も許されないであろう。
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自己の容ぼう等を撮影されない人格的利益が認められている(133)。私人による撮
影行為について、最高裁は、「ある者の容ぼう等をその承諾なく撮影することが不
法行為法上違法となるかどうかは、被撮影者の社会的地位、撮影された被撮影者の
活動内容、撮影の場所、撮影の目的、撮影の態様、撮影の必要性等を総合考慮し
て、被撮影者の上記人格的利益の侵害が社会生活上受忍の限度を超えるものといえ
るかどうかを判断して決すべき」と判示している(134)。詳細な検討は別途必要で
あるものの、パブリック・スペースで職務執行中の警察官を市民が撮影する場合も
また、これらの要件を総合考慮して、被撮影者たる警察官のいわゆる肖像権侵害が
社会生活上の受忍の限度を超えない限りにおいて認められることとなろう。
以上のように、一定の制限の下での市民撮影が許容されたとしても、これによっ
て得られた情報は、討論のために公的なアクセスの可能性が存在しなければならな
い。そのためには、何らかの公開の手法が用いられることとなるが、現在、人々が
日常的に利用するYou Tube等の動画サイトを含む SNSが、市民による映像公開
の手段の 1つとなっている。このような状況のなかにあって、人々が無制限に瞬時
に市民撮影の結果を公開することも、それにアクセスすることも難しいことではな
い。したがって、撮影の次の段階として、映像の公開が許容されるか否かの問題が
存在する。
これに対しては、アメリカにおける議論のように、パブリック・スペースで職務
中の警察官には、プライバシーの合理的な期待が認められないので、その場に居合
わせた市民と同じく、その場にはいなかった人々がSNSを通してこれを目にする
ことも許されるべきであると考える方法もあろう。また、最高裁が、「人は、自己
の容ぼう等を撮影された写真をみだりに公表されない人格的利益も有すると解す
るのが相当であり、人の容ぼう等の撮影が違法と評価される場合には、その容ぼう
等が撮影された写真を公表する行為は、被撮影者の上記人格的利益を侵害するもの
として、違法性を有するものというべき」と判示している点から(135)、社会生活
上の受忍の限度を超えない限りでの映像の公開は、いわゆる肖像権の侵害とはなら
ず、許容されると考えることが可能である。
(133) 最高裁昭和 44年 12月 24日大法廷判決刑集 23巻 12号 1625頁。また、前掲注 (93)お
よびその本文参照。
(134) 最高裁平成 17年 11月 10日第一小法廷判決民集 59巻 9号 2428頁。
(135) 同上。
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その一方で、前述の最高裁昭和 61年大法廷判決は、原則として事前抑制は禁止
されているとしても、例外的な事前差止めが許されるという文脈で、仮にそれが公
務員等に関するものであっても、「その表現内容が真実でなく、又はそれが専ら公
益を図る目的のものでないことが明白であつて、かつ被害者が重大にして著しく回
復困難な損害を被る虞があるときは、当該表現行為はその価値が被害者の名誉に劣
後することが明らかである」としている。そのため、単なる嫌がらせを目的とし
て、当該警察官に上記のような損害を与える場合には、市民による警察官の撮影お
よび公開は許されず、制限されることになると考えられる。
アカウンタビリティ達成の観点からも、このような行為が許容されるとは言い難
い。すなわち、市民撮影の有用性が認められるのは、あくまでも警察と市民との相
互依存的な規制により、信頼関係を構築しつつ、好ましくない警察活動を改善して
ゆくことが可能であると考えられるからである。これに資さないような嫌がらせ
を目的とし公益を阻害するような撮影に対しては、別途適切な対処を行うべきであ
ると考えられる(136)。
このほか、公の存在であることを理由に、その者に関する情報の公開が許される
範囲を確定することも可能であろう。例えば、我が国の裁判所は、いわゆる「宴の
あと事件」の第一審判決において、「公人ないし公職の候補者については、その公
的な存在、活動に付随した範囲および公的な存在、活動に対する評価を下すに必要
または有益と認められる範囲ではその私生活を報道、評論することも正当とされな
ければならない」と述べているが(137)、この背景には「社会的地位や重要性に着
眼して、その者のプライバシーの限界を認めようとする」(138)、いわゆる「公の存
在」の理論の影響があるという指摘がされている(139)。すなわち、公の存在とし
て認められる者は、「他の者に比べて、多かれ少なかれその存在そのものが公的な
(136) 覚せい剤に見せかけた粉末入り小袋をわざと落として走り去り、これを追いかける警察
官の様子を撮影した動画を撮影し You Tubeに投稿した男の事件が記憶に新しい。福井
地裁は偽計業務妨害罪で有罪と判決した。（2018年 5月 21日付記事朝日新聞「白い粉
どっきり動画投稿の男に罰金 40万円福井簡裁」https://www.asahi.com/articles/ASL5
P42ZFL5PPGJB006.html（2017/5/22最終閲覧））。
(137) 東京地方裁判所昭和 39年 9月 28日判決民集 15巻 9号 231頁。
(138) 伊藤正己『プライバシーの権利』（岩波書店、1963年）229頁。
(139) 榎原猛編『プライバシー権の総合的研究』（法律文化社、1991年）217頁〔抱喜久雄執
筆〕。
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性質をもち、私事の範囲が狭くなる。そのために、新聞その他で氏名や肖像が扱わ
れることも受忍しなければならない場合が多い」ことがその理由として挙げられ
る(140)。この公の存在に該当する者としては、俳優やスポーツ選手などのいわゆ
る「有名人・著名人」と一般的に呼ばれる職にある者のほか、公務員も含まれると
考えられてきた(141)。
しかし、仮に公の存在といえども、純然たる私的な領域というのはなおも存在
し、市民撮影の対象となる警察官にもプライバシーの限界があるといえる。例え
ば、警察官が家庭内での家事に関する家族との会話は、公開の対象とされるべきで
はないであろう。純然たる私的領域と職務に関係する領域との線引きは、大変困難
な作業であり、具体的な事案に即して考慮されることが要求されると考えられる
が(142) (143)、本稿の射程範囲である警邏警察の場面についての市民撮影には、こ
のグレーゾーンの問題はほとんど生じないであろう。
Ⅴ．おわりに
アカウンタビリティ概念は、「誰も反対することができない、黄金のように輝く
概念の 1つである」(144)と自嘲気味に語られることがある。答責者と問責者の間の
関係を示す社会的なメカニズムとしてアカウンタビリティを理解し、その構成要素
ごとに分析が加えられている今なお、果たして記述的な概念になりえているのかど
うか疑問の余地は残る。また、アカウンタビリティが確保されるとしても、それが
公的活動の規律として（法を完全に代替するものとして）機能するものとは言えな
(140) 伊藤・前掲注 (138) 229-230頁。
(141) 例えば、竹田稔『名誉・プライバシー侵害に関する民事責任の研究』（酒井書店、1982
年）8-9頁。
(142) 伊藤・前掲注 (138) 248頁。
(143) 公の存在の永久性の有無も考慮すべきとし、「まして公けの存在を広くみて、犯罪者や
犯罪の被害者を含めるとき、過去の事実はできるだけ隠しておきたいものである」と
指摘し、時の経過によってそのニュース的価値が減少した場合などには、「一定の年
月の経過によって、公けの存在もプライバシーの権利の制限を除かれうることになろ
う」とするものに、伊藤・前掲 248-249頁。See, also, U.S. Department of Justice v.
Reporters Committee for Freedom of the Press, 489 U.S. 749 (1989), at 770-771.
(144) Bovens et al., supra note 11 at 225.
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いであろう。
警察活動を規律するにあたっては、法がその第一次的任務を負うのは当然であ
り、今後も警察活動の法的規律という「法化」は推し進められるべきである。その
例として、違法収集証拠排除法則が挙げられよう。それは、「公式の刑事司法制度
の中心に位置する裁判所が都市化社会における社会的要請に応え、警察活動の法に
よる規律を拡大するように機能しうる制度のひとつ」(145)であって、我が国におい
ても、数多くの判例によってその意義が重ねて確認されてきた。今後も、警察活動
の規律において違法収集証拠排除法則が果たしうる役割は決して軽視することが
できない(146)。
しかし、違法収集証拠排除法則は、「証拠排除＝無罪」というラディカルな帰結
を有する性質のためか、当初の期待に反し、その効果を遺憾なく発揮し警察活動を
（事実上）規律している証拠法則とまではなお評価できない側面もあろう。警察活
動の規律をめぐっては、「脱法化」とも称すべき新たな可能性を探求する途も求め
られているのかもしれない。
〔付記〕
村山眞維先生には私が大学院生のときから今に至るまでご指導を賜っており、非
常に幸運なことに、大学院の授業では村山先生を「独り占め」できることが 1年間
ありました。私の研究者としての「基礎体力」が養われたのはそのときであったと
強く確信しております。心より御礼申し上げますとともに、先生の益々のご健筆を
希っております。
（八百章嘉・富山大学経済学部准教授）
村山眞維先生にご指導を賜るきっかけは大学院の授業でした。それは、落ちたペ
ンの蓋がご自分のズボンの裾に入ってしまったことにも気づくことがないほどに、
まっすぐと我々に目を向けてくださる情熱に溢れたものでした。ご学恩に心から
御礼申し上げ、本稿を献呈いたします。
（守田智保子・筑波大学人文社会系助教）
(145) 村山・前掲注 (2) 459頁。
(146) 違法収集証拠排除法則は、人々が効果的に自らの主張を行う場を提供するものであるこ
とが指摘されている（守田智保子「排除法則の理論的根拠」筑波法政 64号（2015年）
93頁、112頁参照）。
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